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は じ め に 

 

滋賀県甲賀市信楽町に位置する MUレーダーは、完成当初の 1984年から全国共同利用に供

され、広範な学問分野に渡る多くの成果を上げ続けている。2004 年に導入された「MU レー

ダー観測強化システム」では、レーダーイメージング観測が可能になるなど、常に世界で最

も高機能な大型大気レーダーの一つとして活躍を続けている。MUレーダーは、電気・電子・

情報・通信分野の世界最大の学会である IEEE(Institute of Electrical and Electronics 

Engineers)より IEEE マイルストーンに認定され、また電子情報通信学会マイルストーンと

電気学会「でんきの礎」にも選定された。2017 年には学内予算により「MU レーダー高感度

観測システム」が整備され、送受信制御ユニットなどの一部を更新、受信感度が向上してお

り、益々その活躍が期待されている。 

一方、インドネシア共和国西スマトラ州の赤道直下に位置する赤道大気レーダー(EAR)は、

2000 年度末に完成した大型大気観測用レーダーで、京都大学生存圏研究所(RISH)とインド

ネシア国家研究イノベーション庁・航空宇宙研究機構(LAPAN/BRIN)との協同運用により長期

連続観測が続けられている。2001～2006 年度に実施された科研費・特定領域研究「赤道大

気上下結合(CPEA)」において、その中核設備として利用され、2005 年度から EAR 及びその

関連設備の共同利用を開始した。当初から国際共同利用にも供しており、海外の研究者によ

る共同利用が全課題数の約 3 割を占めている。EAR の完成から 20 周年を記念して、2021 年

9月 20日・21日に、赤道大気レーダー20周年記念式典・シンポジウムがオンラインで開催

された。また、京都大学では、赤道大気レーダーを MU レーダー並に高性能・高機能化する

べく赤道 MUレーダー(EMU)を概算要求している。日本学術会議の学術の大型施設計画・大規

模研究計画に関するマスタープラン「学術大型研究計画」(マスタープラン 2014・2017・2020)

の重点大型研究計画に EMUを主要設備の一つとする「太陽地球系結合過程の研究基盤形成」

(2014・2017は津田敏隆代表、2020は山極壽一京大総長代表)が選定された。 

本年 9 月 9 日・10 日に、第 15 回 MU レーダー・赤道大気レーダーシンポジウムを開催し

た。昨年同様、新型コロナウィルス(COVID-19)の感染拡大防止のためオンラインで開催した。

共同利用により得られた研究成果のほか、大気科学・レーダー工学に関連する研究成果、計

画について海外からも含め 29件の研究発表があり、活発な議論が行われた。 

2021年 9月 
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MU レーダー・赤道大気レーダー共同利用の現状 

山本衛・橋口浩之

(京都大学生存圏研究所) 

１． はじめに

MU レーダーは 1984 年の完成当初から、また赤道大気レーダー(EAR)も 2005 年から全国

(国際)共同利用に供し、多くの研究成果を生み出してきた。当初は異なる共同利用委員会を

組織し、課題の審査やレーダー運用等の議論を行ってきたが、2012 年 6 月に両委員会を統

合して MU レーダー/赤道大気レーダー全国国際共同利用専門委員会(2020 年より MU レー

ダー/赤道大気レーダー共同利用・共同研究拠点専門委員会)を組織し、2012 年 12 月公募分

から共同利用を統一した。本報告では、共同利用の現状について報告する。

２． MU レーダー 
MU レーダーは滋賀県甲賀市信楽町に位置する中層・超高層及び下層大気観測用 VHF 帯

大型レーダーであり、高度 1～25 km の対流圏・下部成層圏、高度 60～90 km の中間圏及び

高度 100～500 km の電離圏領域の観測が可能である。MU レーダーの最大の特徴は、アンテ

ナ素子毎に取り付けた小型半導体送受信機（合計 475 個）を個別制御することにより、1 秒

間に 2500 回という高速でレーダービーム方向を変えることが可能であり、また、25 個のサ

ブアレイアンテナに分割して使用することも可能である点である。こうした柔軟なシステム

設計のため、開発後 35 年以上を経た今も世界で最も高機能な大型大気レーダーの一つとし

て活躍を続けている。2003 年度には「MU レーダー観測強化システム」が導入され、レー

ダーイメージング観測などの機能向上が図られた。2016 年度末には全学経費(設備整備経費)
により「MU レーダー高感度観測システム」が導入された。送受信制御ユニット、アンテナ

素子、およびアンテナ同軸ケーブルの一部が更新され、受信感度が向上(回復)した。2017
年 7 月 17 日に信楽 MU 観測所に落雷があり、MU レーダーも被害を受けた。1 ヶ月ほどで

仮復旧したが、完全復旧のため国大協保険により 2018 度末に合成分配器及び分配合成制御

器の一部を更新した。2021 年 8 月 23 日に再び落雷があり、MU レーダー超多チャンネルデ

ジタル受信システムが被害を受けた。すぐに仮復旧したが、完全復旧の方法について検討中

である。

信楽 MU 観測所は、MU レーダーと協同観測するさまざまな大気観測機器の開発フィール

ドとしても活用されており、例えば、MU レーダーが観測できない高度 2km 以下の風速を

測定するために開発された下部対流圏レーダー(LTR)やレンズアンテナウィンドプロファイ

ラ(LQ-7)は、気象庁の全国 33 カ所の現業用ウインドプロファイラとして採用されている。

MU レーダーの標準的な観測モードのデータはホームページ上で逐次公開されている。(MU
レーダーホームページ http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/mu/)。

MU レーダーは「世界初のアクティブ・フェーズド・アレイ方式の大気レーダー」として、

2014 年 11 月に IEEE マイルストーンに認定された。これは、電気・電子・情報・通信分野

の世界最大の学会である IEEE が、IEEE の分野における歴史的偉業に対して認定する賞で、

認定されるためには 25 年以上に渡って世の中で高く評価を受けてきたという実績が必要で

ある。また、電子情報通信学会が創立 100 周年を記念して新たに創設した、電子情報通信学

会マイルストーンにも選定された。これは、社会や生活、産業、科学技術の発展に大きな影

響を与えた研究開発の偉業を選定し、電子情報通信の研究開発の歴史と意義を振り返ると共

に、次の 100 年に向けて更なる革新を起こす次代の研究者や技術者にその創出過程を伝える

ことを目的としている。さらに、2018 年に電気学会から「でんきの礎」が授与された。 
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３．赤道大気レーダー

赤道大気レーダー(Equatorial Atmosphere Radar; EAR)は、周波数 47MHz、3 素子八木アン

テナ 560 本から構成される直径約 110 m の略円形アンテナアレイを備えた、インドネシア共

和国のスマトラ島中西部に位置する西スマトラ州コトタバンに 2000 年度末に完成した大型

の大気観測用レーダーである。本装置は、小型の送受信モジュールが全ての八木アンテナの

直下に備えられたアクティブ・フェーズド・アレイ構成をとっており、総送信出力が 100 kW、

アンテナビーム方向を天頂角 30 度以内の範囲で自由に設定し、送信パルス毎に変えること

ができ、赤道域に設置されている大気レーダーの中で世界最高性能を誇っている。EAR は

インドネシア国家研究イノベーション庁・航空宇宙研究機構(LAPAN/BRIN)との密接な連携

のもとで運営されており、2001 年 7 月から現在まで長期連続観測を続けてきた。EAR 観測

データの 10 分平均値はホームページ上で逐次公開されている。(EAR ホームページ

http://www.rish.kyoto-u.ac.jp/ear/)。2019 年 9 月 29 日に赤道大気観測所近傍に落雷があり、赤

道大気レーダーも被害を受けた。11 月初めに仮復旧したが、完全復旧のため文部科学省に

災害復旧予算を申請し、認められた。また、落雷の影響と思われるが、2020 年 4 月中旬か

ら電波を送信できなくなり、観測を中断している。出張修理が必要であるが、渡航制限が続

いているため、復旧に時間を要している。

EAR の完成から 20 周年を記念して、2021 年 9 月 20 日・20 日に、生存圏研究所と

LAPAN/BRIN の共催により、赤道大気レーダー20 周年記念行事がオンラインで行われた。

Laksana Tri Handoko BRIN 長官、湊長博京都大学総長らが祝辞を述べた。 
EAR は MU レーダーに比べて送信出力が 1/10 であり、中間圏や電離圏の IS 観測を行う

には感度が不足している。また、受信チャンネルは 1 個のみであるため、空間領域のイメー

ジング観測ができないなど、機能面でも MU レーダーに劣っている。下層大気で発生した

大気波動が上方へ伝搬し、上層大気の運動を変化させる様子など、大気の構造・運動の解明

をより一層進めるため、MU レーダーと同等の感度・機能を有する「赤道ＭＵレーダー

(EMU)」の新設を概算要求している。この EMU を主要設備の一つとする大型研究計画「太

陽地球系結合過程の研究基盤構築」（代表：津田敏隆）は日本学術会議のマスタープラン

2014・2017 の重点大型研究計画の一つとして採択された。さらに、マスタープラン 2020 に、

山極壽一京大総長を代表者として応募し、重点大型研究計画の一つとして採択された。

４．共同利用の概要と現在までの推移

MU レーダーは、アジア域最大規模の大気観測用大型レーダーであり、高度 2 km の対流

圏から、高度 400 km の超高層大気(熱圏・電離圏)にいたる大気の運動、大気循環を観測す

る。1984 年の完成以来、全国共同利用に供され、超高層物理学、気象学、天文学、電気、

図 1. MU レーダー・赤道大気レーダー全国国際共同利用の課題件数の年次推移 
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電子工学、宇宙物理学など広範な分野にわたる多くの成果を上げている。図 1 にこれまでの

共同利用課題数の推移を赤道大気レーダー共同利用の課題数とともに示す。また、図 2 に

MU レーダーの観測時間の推移を示す。2017 年 2～4 月には MU レーダー高感度観測システ

ムの整備のため、共同利用観測を休止した。2020 年度には、キャンペーン(長期間)観測課題

として、後期に佐藤薫教授代表の「国際大型大気レーダーネットワーク同時観測」を実施し

た。観測データのうち標準観測については観測後直ちに、その他の観測については 1 年を経

過したデータを「生存圏データベース共同利用」の一環として共同利用に供している。

図 2. MU レーダー全国国際共同利用の観測時間の半年毎の推移。 

一方、EAR は、本研究所の重要な海外拠点として、国内外の研究者との共同研究によっ

て生存圏の科学を推進するという大きな役割を担っている。同時にインドネシアおよび周辺

諸国における研究啓発の拠点として、教育・セミナーのための利用も想定される。EAR は

2005 年度から全国国際共同利用を開始した。EAR の共同利用については、開始当初の議論

から以下のような性格付けが行われてきた。(1) EAR の共同利用は、施設が外国に位置する

ことから必然的に「全国」「国際」型が重なった形態をとること、(2) 「国際」対応につい

て、当初 2 年間は、利用者を原則として日本及びインドネシアからに限定して開始し、2007
年度から本格的な全国国際共同利用施設として運営すること、(3) 共同利用は学術目的とし、

海外からの利用者の資格は個別に判断すること等である。また、EAR 共同利用には、EAR
を直接利用するものの他、EAR サイトへの機器の持込み観測、すなわち観測場所としての

利用も含まれる。実際の観測実施については、EAR の特性を考慮し、課題をいくつかのグ

ループに分けてスケジュールする方式を取っている。また予算の許す範囲において、EAR
までの旅費(日本人研究者については日本から、インドネシア人研究者についてはインドネ

シア国内旅費)を支給している。

MU レーダー及び赤道大気レーダーによって得られたデータは、IUGONET プロジェクト

「超高層大気長期変動の全球地上ネットワーク観測・研究」(http://www.iugonet.org/)によっ

て、メタデータ・データベースが整備され、また解析ソフトウェア UDAS により簡単に図

をプロットできる環境も構築されている。MU レーダー・赤道大気レーダーのデータベース

の重要性が認められ、生存圏研究所は 2016 年 3 月に ISC(国際学術会議)の WDS(世界科学デ

ータシステム)の Regular Member に認定された。MU レーダー及び赤道大気レーダーの全国

国際共同利用はこれまで順調に推移してきており、今後は MU レーダー・赤道大気レーダ

ーを含む国際レーダーネットワークによる研究が一層進むものと期待される。
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１．背景

・これまで約 年間，インドネシア

陸域（や海洋地球研究船「みら
い」船上）で数多くの集中観測を
実施し，毎回極めて大量の観測
消耗品（ゾンデ送信機，ゴム気球
等）を用い現地に広く廃棄してき
たこと，大変心苦しいものあり．

・近年の環境問題対策はもちろん，
ますます削減されていく研究予
算対策や，「観測に出たがらない
若者」対策からも，省資源化 低
予算化 省力化が可能な持続的
な観測手法が求められている．

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

森修一 ・橋本大志 極地研 ・虫明一彦 いろはプロジェクト

１．背景（ ）

・現代では無数の航空機が地球
上空を 時間飛行しており，（彼

らにとっても気象情報は必須で
あるが）飛行ルート上の気象を
時々刻々計測していることから，
その一部は の定める

（
）プロトコルにより

経由で世界の気象機関に配信さ
れ，現業予報や研究に利用され
ている（コロナ禍による飛行数激
減で予報精度悪化はニュースで
も話題となった）．

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み
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航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

航空機観測気象データ中継
システム（ ）観測結果の一例
（ ，ホノルル空港離陸 機
のデータ）

（東京航空計器 ）

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

年 月 日

年 月 日

１．背景（ ）

・しかしながら， 機材の

導入経費や地上への通信費は
エアライン負担であり，そのコス
トが大きいことから，東南アジア
に数多い 等のキャリアでは

対応していない機材が大半で，
大量の有用な航空機観測デー
タが利用されておらず，大変もっ
たいない状況にある．

9



２．目的と期待される成果

・オープン＆ビッグデータである航空機
信号を最大活用し，高層気象観

測データの時空間密度が低いインドネ
シア海大陸域において，省力低予算か
つ環境負荷の少ない代替高層気象観
測手法の開発を目指す．

・これまで陸上のみの現業ゾンデ観測に
対し，代替データを海洋上でも広く得る
ことができ，かつ， 日 回の現業観測

データが高時間分解能のデータに代替
される（離着陸頻度には依存）ことから，
メソ気象研究への貢献が期待できる（水
蒸気量に関しては別途検討）．

・特に航空 海上交通が輻輳する多島海

域等では，これら交通機関に対する気
象災害リスク軽減や最適航路選択によ
る経済運航への貢献も期待できるかも．

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

インドネシアBMKGラジオゾンデ観測地点（上図，青
四角）およびADS-B搭載航空機の飛行状況例
（Flight Radar 24より）．

３．研究手法と計画

・ 信号には航空機の姿勢や動揺等

により幅広いスペクトルのノイズあり．風
向 風速 気温の再構築には現業ゾンデ
観測による検証と品質管理が必須．

・最終的には， 観測所近傍のパダン
空港も含めたインドネシア 現業ゾ

ンデ観測所への設置し，現業ゾンデ観測
データによる風向風速気温プロファイル
の比較検証を行う計画．

・現在は 受信機開発および取得

データ検証の段階で，日本国内における
運用評価を実施中．

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

航空機運航におけるADS-B信号の配信概念図（情報
通信審議会 情報通信技術分科会 航空無線通信
委員会 報告「ADS-B係る無線設備の技術的条件」よ
り）．・科研費（挑戦 萌芽， 年度）

「航空機ビッグデータ活用による環境低負荷な高層気象代替観測技術の開発」
・ 内では「民間航空機/商船オープン＆ビッグデータ活用による環境低負荷な代替
大気海洋観測技術の開発（MaCAN ：Maritime Continent automatic dependent Air-
sea observation Network）」として細々と実施中．
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航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

（ ）

（
）

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

（ ）

（ ）
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航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

で
受信できるデータ

受信データからら
計算したい気象値

観測所

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

信楽 局

12



航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

信楽での受信結果の一例（ ）

羽田空港

約

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

立川 局
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航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

立川での受信結果の一例（ ）

羽田空港

約

航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

横須賀 局
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航空管制通信利用による海大陸における
稠密気象データ取得の試み

受信局での （ ）受信結果
の一例（ ）

・インドネシアなど海外陸上における研究用集中ゾンデ観測の省力・省
資源化および低予算化を目指し，航空管制用 データ
受信による代替観測手段を検討中．

・まずは，国内数ヶ所に 受信機を設置し，当該データの連続受
信および気象データ（風向 風速 気温）の時空間変動をモニター中．

・計算された気象データには明らかなエラー値も多く，先行研究も勘案
しつつ，特に上昇降下中の機体姿勢などエラーの原因を調査予定．

・コロナ禍明けにはパダン，ジャカルタ，デンパサールなど
（ゾンデ観測地点）に受信機を設置し，同地点

同時観測に基づきデータ を進め，実利用への可否を検討したい．

・謝辞
利用研究の先達である 吉原さんグループには，

大変お世話になっており感謝しております．今後は共同研究を御一
緒して頂く予定で，どうぞ引き続きよろしくお願い致します．

まとめ
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MUレーダー外付け受信専用アンテナを
用いたアダプティブクラッター抑圧システムの開発

矢吹 諒、 橋口 浩之、

寺田一生 、 山本 衛

京都⼤学⽣存圏研究所(RISH)

2021/9/9

MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム
研究背景

大気レーダーにおける風速推定
• ドップラー周波数遷移 -> 風速（𝑣ௗ）

𝑣ௗ ൌ െ
𝜆

4𝜋𝑃ௌ
න 𝜔𝑆 𝜔 d𝜔
ஶ

ିஶ

𝑣ௗ

クラッターエコー

大気エコー
(周波数遷移)

風

クラッターエコー

大気エコー
(周波数遷移)

周波数スペクトル解析

𝑣ௗ ≅ 0
クラッターエコーが観測の障害

クラッターを抑圧す
る既存手法

NC-DCMP
Gain weighted NC-DCMP

Directionally Constrained Minimization of Power 
 DCMP（方向拘束付き出力電力最小化法）

• 所望方向(𝜃,𝜙)への応答は保持
• 妨害波方向にヌル（出力電力最小化）

minimize 𝑃 ൌ
1
2
𝐖ୌR𝐖

subject to  𝐂𝐖∗ ൌ 1
𝐖

↓＝干渉波方向

受信信号相関行列
R ൌ 𝐸 𝐗𝐗ୌ

ൌ 𝐸

𝑥ଵ𝑥ଵ
∗ 𝑥ଵ𝑥ଶ

∗ ⋯ 𝑥ଵ𝑥ெ
∗

𝑥ଶ𝑥ଵ
∗ 𝑥ଶ𝑥ଶ

∗ ⋮
⋮  ⋱ ⋮

𝑥ெ𝑥ଵ
∗ 𝑥ெ𝑥ଶ

∗ ⋯ 𝑥ெ𝑥ெ
∗

DCMPの原理

●＝所望波方向

𝜆/2
𝐖 ൌ

Rିଵ𝐂
𝐂𝐇Rିଵ𝐂

方向拘束
𝐂 ൌ 𝐀 𝜃,𝜙

Angle [deg]

Desired Signal

Clutter

nonadaptive

𝟏

𝐗

Beam Pattern

Norm Constrained DCMP 

NC-DCMP

𝐖

R ൌ 𝐸 𝐗𝐗𝐇  𝛼I

minimize 𝑃 ൌ
1
2
𝐖ୌR𝐖

subject to  𝐂𝐖∗ ൌ 1 
𝐖 ଶ  𝑈

𝐖

: 相関⾏列
: 受信信号
: ⽅向拘束; 𝐂 ൌ 𝐀ሺ𝜃,𝜙ሻ
: 最適ウェイトベクトル
: ノルム拘束値
: 疑似雑⾳

R
𝐗
𝐂
𝐖
𝑈
𝛼

原理式

研究目的

Gain-weighted NC-DCMP
• 所望方向のゲインが低いアンテナを同等に扱うとノイズレベ

ルのみが上昇する
→所望方向に対するゲイン比を予め方向拘束に組み込む

クラッターエコー 大気エコー

𝐂 ൌ
𝑀

𝐆 𝜃,𝜙
𝐆 𝜃,𝜙 ∘ 𝐂

𝐆 𝜃,𝜙 ൌ ሾ𝐆ଵ 𝜃,𝜙 ,𝐆𝟐 𝜃,𝜙 ,⋯ሿ

𝐆 𝜃,𝜙 ： i番目の素子の所望方向ゲイン

サブアレイ ->低利得無指向性
クラッターの抑圧

メインアレイ ->高利得
大気エコーの観測

研究目的
外付けアンテナによるSN比の劣化の少ない抑圧手法

MUレーダー（滋賀県甲賀市信楽町）の概要

MUレーダー
• VHF帯: 46.5MHz
• 475本の3素子直交八木アンテナからなるフェーズドアレイアンテナ
• 19本をノンアダプティブ加算し，1チャンネルとした

25自由度のアダプティブ信号処理が可能
外付けアンテナ
• アンテナの信号はLNA（リミッター,BPF）で増幅後、同軸ケーブルで観測室へ
• 観測室にてLNAで増幅後、MUレーダー受信システムの入力信号（中間周波数

5MHz）に変換
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Ch.26

Ch.27

Ch.28Ch.29

MUレーダーと外付けアンテナ(2021/3/19まで) 

Main: 
25 channels

南方向に山があるため
外付けアンテナを設置で
きない

N

S

検討した抑圧手法（method1-5）と用いたアンテナ

特に効果のあったMethod => Method1,3
Method1 = 通常のNC-DCMP(25チャンネル)
Method3 = 提案手法

外付けアンテナの効果

（East beam 2019/1/5 16:01）
• Method1 ->常に高い抑圧度、SN比の劣化が見られる
• Method3 ->単純合成のためSN比の劣化が見られない、抑圧が不十分な時があ

る
• 抑圧が不十分な原因：

①外付けアンテナ位置の偏り（北）から南を観測できていない
②クラッターの発生方向により、レンジが変化する

Clutter Echo
抑圧度

Atmospheric Echo
S/N比劣化

MUレーダーのレンジは150m刻み、
外付けアンテナは中心から150m近く離れている
＋フィルター遅延

25channels
Simple Combination 

Method３

レンジずれ

レンジずれの原因

外付けアンテナ <-> MUレーダーの中心 約100m離れている
MUレーダーのレンジ刻み = 150m  
+フィルター遅延など
クラッター（北）： 外付けアンテナがメインアンテナより前に受信
クラッター（南）： 外付けアンテナがメインアンテナより後に受信

本研究では受信データを（-2,2）の範囲で時系列シフト
->総当たり的にレンジずれを解消する

約100m

𝜏

𝑟 𝑇୮

𝑇୮ ൈ 𝑁ୠ
𝑟 ൌ

𝑐𝑡
2

other beamsother beams

𝜏

𝑡

other receiver channels

𝐗 𝑡

ch.1
ch.2
ch.3

𝑥 𝑡

𝑟 𝜏

𝜏

𝑠 𝑡, 𝜏

レンジ最適化の実装
レンジずれが起きる＝データ位置がずれる
->データ位置をずらすことで最適化

レンジ最適化（シフト処理）

シフト処理の方法
• まず、アンテナ１本ずつで確認
• 外付けアンテナのデータを総当たり的にシフトする

（クラッターは漏れ出たビームの反射波なので方向、タイミング不明）

抑圧度𝑍の定義

• 𝑆𝐖 0 と𝑆 0 の比を抑圧度とする (W : 最適ウェイト)

𝑍 ൌ 1 െ
𝑆𝐖 0
𝑆 0

𝑆 0 が小さい（元々クラッターがない）

と抑圧度が低く算出。

Nonadaptive
NC-DCMP

100% 95%

( 𝑆 0 <= 10・ 𝑁𝑜𝑖𝑠𝑒) のデータは

抑圧度の評価から除外
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レンジ最適化（アンテナ）

（南ビーム 2020/11/14 07:14）(1データ:1分)
• X-axis：シフト範囲 （-2から2まで0.1間隔）

Y-axis：距離
1シフトは150mに対応 （MUレーダー）

• 最適シフト量はクラッター源の方向に依存（クラッター源は不明）
= 距離ごと、外付けアンテナごとに 総当たりで最適化
->   Method3はNସの計算量が必要

外付けCh2(27)は抑圧に貢献してい
ない(青) ->位置を変更した(3/19)

黄色の横縞は0.5以上の長さが多い
->小さなシフトは効果がない可能性

計算コストも考慮し、シフト間隔を1
と設定した。シフト間隔のパターン
は今後調査する。

レンジ最適化(組み合わせ最適化)

抑圧結果（Method3）

• レンジ最適化の効果は高かった（青->赤）

• 計算コストは課題（1分のデータに1分弱）

(並列化で実用可能だが、組み合わせ最適化を行わない方法あり)

(シフト範囲 (-2,2),間隔1)

シフト前で抑圧度が低かった（80%以下）
ところに改善が見られた

Method3

隣接レンジ信号を加えたNC-DCMP

隣接レンジ信号を用いたMethod3
• シフトした外付けアンテナのデータ ＝ レンジのずれた仮想チャンネル

• Gain weighted NC-DCMP (1+5ൈ4 チャンネル)

• 抑圧度、SN比は組み合わせ最適化に劣らず、計算時間は短い(4秒)

(シフト範囲 (-2,2),間隔1の時)

仮想アンテナのイメージ

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

隣接レンジ信号を加えたNC-DCMP

隣接レンジ信号を用いたMethod3
• シフトした外付けアンテナのデータ ＝ レンジのずれた仮想チャンネル

• Gain weighted NC-DCMP (1+5ൈ4 チャンネル)

• 抑圧度、SN比は組み合わせ最適化に劣らず、計算時間は短い(4秒)

(シフト範囲 (-2,2),間隔1の時)

Method１のみ
劣化が見られる

仮想アンテナのイメージ

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

ൈ 𝟓

Future plan

アンテナ位置の最適化
• 時間コスト的に実用可能なMethodを見つけられた
->オンラインプログラムに実装(済)、実時間処理出来ているか確認

• 南方向のクラッターを観測できていないかもしれない
->アンテナ位置を動かしながら、抑圧度が良くなるように調節

Equational Atmospheric Radar(EAR)への適用
• EAR（赤道大気レーダー）はVHF-band active phase-array

radar （インドネシアの西スマトラ ）
• MU radarと似ているが受信チャンネルが1つのみ
• EARではUniversal Software Radio Peripheral X300 (USRP

X300) とGNU Radio softwareを使用したマルチチャンネル受
信システムを開発中
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MUレーダーによる
電⼦密度の⻑期統計解析と

信楽イオノゾンデ
⾃動読み取りシステムの開発

増⽥秀⼈† 横⼭⻯宏† ⼭本衛†

†京都⼤学⽣存圏研究所

MUレーダーによる電⼦密度の⻑期統計解析
アウトライン
• 背景
• 先⾏研究
• ⽬的
• 原理・⽅法
• 結果

背景
• 電離圏の概要

D領域・E領域・F領域に分類され、
これらの領域や電⼦密度分布は周
期的・不規則的に変化する
→変動によって異なった電波の反
射や吸収・遅延等を引き起こす

• 電離圏の社会との関わり
短波通信や無線通信
衛星運⽤
航空機の運⾏などの航法

MUレーダー

MUレーダー

• 電離圏観測の⼿段の⼀つで
ある⾮⼲渉散乱(IS)レーダー

• 1986 年からIS レーダーとし
て現在まで定常的に電離圏
の観測

• 電⼦・イオン温度、イオン
ドリフト及びエコーパワー
を定常的に観測・記録

先⾏研究と本研究の⽬的
• 先⾏研究
最⼤11年分(太陽活動⼀周期に当たる)のデータを⽤いた解析

電⼦・イオン温度の⽇変化の調査，経験モデルとの⽐較，電⼦密度との相関[1]
F 領域⼦午⾯⼤気⾵速や中緯度F 領域電場について[2, 3]

• 本研究の⽬的
MUレーダーの観測開始からの34年分のデータを⽤いて解析を⾏うこと
で、⻑期的な電離圏の特性を明らかにする

• 特にエコー強度、すなわち電⼦密度に焦点を当てた

[1]川村誠司, MU レーダー観測に基づくF 領域プラズマ温度/イオン組成に関する研究
[2]⼤塚雄⼀, MU レーダー観測に基づく中緯度F 領域電場の研究.
[3]川村誠司, MUレーダー観測に基づくF 領域⼦午⾯中性⼤気⾵速の研究

原理・⽅法
• 電⼦密度は観測データからどのように得られるか？
𝑃௦ ൌ 𝐶 ே

ோమሺଵା ೝ்ሻ

𝑅,𝑃௦,𝑇  が与えられる

各時刻におけるエコー強度の最⼤値が情報通信研究機構
(NICT)のイオノゾンデにより得られた国分寺でのF2層臨界
周波数𝑓𝐹ଶに対応すると仮定して、各時刻における𝐶を求め
る

𝑁 : 電⼦密度
𝑃௦ ∶  散乱電⼒（エコーパワー）
𝐶 : レーダーシステムに依存する定数
𝑅 : 散乱体積までの距離
𝑇: 電⼦温度とイオン温度の⽐
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原理・⽅法
• プラズマ周波数と電⼦密度の関係

𝜔ଶ ൌ ሺ2𝜋𝑓ሻଶൌ
 మ

 ఌ

• 𝑓𝐹ଶとエコーパワーの対応
• エコーパワーは100kmから500kmの⾼度の中で探す
• 最⼤電⼦密度は、 𝑃௦𝑅ଶ 1   𝑇 が最⼤となるような

⾼度のエコーパワーに対応させる

𝑒:   電荷
𝑚:  電⼦の質量
𝜀:   真空の誘電率

結果
• 各年ごとの電⼦密度に関するIRIモデルとの⽐較
• 電⼦密度の平均⽇変化
• 太陽活動と電⼦密度の関係
• レーダー定数𝐶の変化

各年ごとのIRIモデルとの⽐較

全体的に最⼤電⼦密度となる⾼度はIRIより低く出ている

各年ごとに、時刻と⾼度での年間の平均を取り⽐較を⾏った

電⼦密度の平均⽇変化
太陽活動依存性
左が⾼太陽活動時，右が低太陽活動時

電⼦密度の平均⽇変化
• 季節依存性
左が夏、右が冬

電⼦密度の平均⽇変化
• 地磁気活動依存性
左が地磁気擾乱時，右が地磁気静穏時
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太陽活動と電⼦密度の関係

各年各⽉において
⾼度150kmから
600kmのデータの
平均を取った

太陽活動と
電⼦密度の様⼦は
概ね⼀致している

𝐹ଵ.: solar flux units
太陽活動の指標として利⽤

レーダー定数𝐶

レーダー定数の年単位の変化
レーダー定数の1⽇での変化

＊レーダーシステムの更新での処理系の違いによる数値表現の変化
で⼤きく変わっているように⾒える

信楽イオノグラム⾃動読み取り
アウトライン
• 背景
• 原理・⽅法
• 結果

信楽イオノグラム⾃動読み取り
• 背景

- 信楽で観測されたイオノグラムのデータは2001年以降はデジタル化さ
れているがそれ以前のデータはデジタル化されていない
- 画像データから信楽での𝑓𝐹ଶを読み取れるようになると現時点で⽤い
ている国分寺の𝑓𝐹ଶ のデータを⽤いないで済み、より正確な電⼦密度を
再現できる可能性がある
-その他のイオノゾンデ観測にも応⽤可能

原理・⽅法
• ノイズや⼲渉信号の除去

• 観測画像に混ざっており、画像処理において正しく認識できない要因
となる

https://wdc.nict.go.jp/IONO/HP2009/image/Ionogram_J.jpg
2016 1/1 9:15の観測画像のノイズ処理後

画像の前処理
• ⾼さ357km~363kmに現れる横⽅向のノイズを除去
• 周波数ごとに4次の多項式フィッティングを⾏い、⽣データとの差分を取る

ノイズ処理後の画像の値についての統計データ
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機械学習の結果
• Mask R-CNNによるラベル付け画像100枚での学習結果

2016 1/1 9:15の観測画像に対する予測結果

学習過程での損失関数が⼤きく
予測もうまくいっていない
→学習させる画像の枚数を増やす・
パラメータを調整するなどで
より精度を上げていく

まとめ
• 国分寺の𝑓𝐹ଶを⽤いることでレーダーシステムに依存する定数

を求め、 MUレーダーで観測されたエコー強度から電⼦密度の
絶対値へと較正を⾏った

• 得られた電⼦密度の結果をモデルと⽐較した

• 今後は信楽の画像データから𝑓𝐹ଶを得られるようにしていく
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インドネシアにおけるプラズマバブルとドリフト速度の GPS 観測 

*大塚雄一(名大 ISEE)、Prayitno Abadi (LAPAN)、 
Kornyanat Hozumi（NICT) 

 
１．はじめに 

本研究では、プラズマバブルとよばれる、電離圏電子密度が局所的に減少する現象を

研究対象とする。プラズマバブルの内部には、電子密度の不規則構造が発生するため、

プラズマバブル内部を通る電波は影響を受け、受信強度の変動が起こることがある。こ

の現象はシンチレーションとよばれている。本研究では、GPS 受信機で観測されたシ

ンチレーションのデータを解析し、プラズマバブル発生の春と秋の違いを議論する。通

常、電離圏、特に電離圏電子密度は太陽天頂角に依存するため、春と秋は同じであると

考えることが多いが、本研究では、春と秋との違いに注目し、その背景にある物理を議

論したいと考えている。 
先行研究である Otsuka et al. (2006)は、2003-2004 年の 2 年間にインドネシア・コ

トタバンの GPS 受信機で観測されたシンチレーション・データを解析し、秋よりも春

にシンチレーションの発生頻度が高いことを示すとともに、東向きのドリフト速度（下

向き電場による東向きのプラズマの E×B ドリフトに対応する）が、プラズマバブルが

発生する日没直後では、春の方が秋よりも大きいことを示している。さらに、Otsuka 
et al. (2006)では、Farley et al. (1986)によって提唱された日没時の東向き電場増大の

メカニズムを介して、東向き熱圏中性大気風速の春・秋非対称性がプラズマバブル発生

の春・秋非対称性の原因である可能性を示した。一方、Maruyama et al. (2009)は、南

北方向の熱圏中性大気風速の春・秋非対称性が、電子密度の緯度分布の南北非対称性を

つくることにより、プラズマバブルの原因であるレーリー・テーラー不安定の成長率の

春・秋非対称性を引き起こすと説明した。このように、東南アジア域において、秋より

も春にプラズマバブルの発生頻度が高いことは明らかであるが、その原因は未だ解明さ

れていない。 
本研究では、解析するデータの期間を増やし、2003-2016 年にインドネシア・コトタ

バンに設置された GPS 受信機で得られた東西ドリフト速度に加え、磁気赤道付近に位

置するチュンポン、バクリウ、セブに設置されたイオノゾンデで観測された F 層高度か

ら導出される上向きのドリフト速度及び電子密度に対応する foF2 について、春・秋非

対称と、これらの太陽活動度依存性を調べ、プラズマバブル発生頻度の春・秋非対称性

の原因を議論する。 
２．観測 

人工衛星から送信された電波は、電離圏通って地上で受信される。電離圏に電子密度

の疎密構造ができると、電波が回折されるため、受信時には、回折された電波が重ね合 
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図 1: 2003－2016 年にインドネシア・コトタバンにおける GPS 観

測で得られたシンチレーション指数 S4 の地方時・季節変化。 
 

わされ、信号強度が変動するシンチレーションが起こる。赤道域では、プラズマバブル

内部に発生する電子密度擾乱によりシンチレーションが発生するため、シンチレーショ

ンは、プラズマバブル発生の存在を検出する指標となる。さらに、電離圏擾乱が移動す

ると、このシンチレーションのパターンも移動するため、地上において多点で観測する

ことにより、シンチレーションを起こす電離圏擾乱の移動速度を測定することができる。

そこで、コトタバンの赤道大気レーダー・サイトに、相互間距離約 100 m で三点にア

ンテナを設置し、その信号強度変動の相互相関から、電子密度擾乱、特にこの場合は、

プラズマバブルの移動速度を測定してきた。磁力線が南北に伸びているため、磁力線に

直交する方向である東西方向のドリフト速度を測定することができる(Otsuka et al., 
2006; Abadi et al., 2017)。 

また、本研究では、情報通信研究機構が整備している SEALION(Southeast Asia Low-
latitude Ionospheric Network)のイオノゾンデ・データを使用した。磁気赤道付近に位

置するチュンポン、バクリウ、セブのデータを用いる。 それぞれの観測点において、

F 領域下部の高度を表す h’F の時間変化から鉛直方向のドリフト速度を導出する。この

速度は、東向き電場による上向きの E×B ドリフト相当する。 
３．結果 

図 1 に、2003 年から 2016 年までにインドネシア・コトタバンにおける GPS 観測で

得られたシンチレーション指数 S4 の地方時・季節変化を示す。シンチレーション発生

頻度の年変化は、太陽活動度による違いで、太陽活動度が高いときにシンチレーション

が発生し、太陽活動が低いときは殆ど発生していない。通常、シンチレーションは、春

と秋の日没時から真夜中過ぎにかけて発生するが、春と秋とを比較すると、春の方が秋
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よりも発生頻度が高いことが分かる。Otsuka 
et al. (2006)では、2003－2004 年のデータを

示していたが、次の太陽活動周期でも同じ傾

向が見られることが分かる。 
一方、東向きのドリフト速度(下向き電場に

よるドリフトに相当)について、春・秋非対称

性を調べる。2003 年から 2016 年までのデー

タを、春 (3,4 月)と秋(9,10 月)とに分け、それ

ぞれ平均し、地方時変化として図 2 に示す。

先行研究と同様に、春の方が 秋よりも東向き

ドリフト速度が大きいことが分かる。ドリフ

ト速度の平均を求めるために用いたデータの

日数は、春と秋においてそれぞれ 192 日と

184 日である。春と秋の平均の F10.7 指数の

値は、122.6 と 125.1 であり、太陽活動度によ

るデータの片寄りは無視できると考える。 
しかし、東向きのドリフト速度の値は、太陽活動度に依存するため(Fejer et al., 1991）、

太陽活動度依存性を調べた。図 3 に、日没直後の 19－22 時に観測された東向きドリフ

ト速度の F10.7 依存性を春(左)と秋(右)に分けて示す。図中の赤線は、直線近似したも

のである。春では、太陽活動度が上昇するにつれてドリフト速度が大きくなる傾向が顕

著にみられるが、秋では、太陽活動度による違いは顕著ではない。この太陽活動度に対

する依存性の春・秋における違いにより、高太陽活動期において春の方が秋よりもドリ

フト速度が大きいという春・秋非対称が顕著になる。 

 

図 2: 2003 年から 2016 年までにインド

ネシア・コトタバンにおける GPS 観

測で得られた春(赤線)と秋(黒線)に
おける平均東向きドリフト速度の地

方時変化。 

 

図 3: 2003－2016 年にインドネシア・コトタバンに設置された GPS 受信機で

観測された東向きドリフト速度の春(左)と秋(右)における太陽活動度(F10.7)
依存性。 
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図 4 に、磁気赤道付近のイオノゾンデ観測から得られた鉛直上向きのドリフト速度の

太陽活動度依存性を示す。東向きドリフト速度と同様に、春では、太陽活動度が上昇す

るにつれてドリフト速度も大きくなっているが、秋ではこの傾向は顕著ではない。これ

らの結果は、上向きドリフト速度と東向きドリフト速度、つまり、日没時の東向き電場

と下向き電場に、密接な関係があることを示唆している。

このような電場の春・秋非対称性の原因を明らかにするため、F 領域における電子密

度についても同様に、太陽活動度依存性を調べた。鉛直ドリフト速度と同様、磁気赤道

付近のイオノゾンデで観測された foF2 の太陽活動度依存性を図 5 に示す。foF2 につい

ても、東西及び鉛直ドリフト速度と同様、太陽活動度依存性が春において顕著に見られ、

秋ではあまり顕著ではないという意傾向が見られており、ドリフト速度、つまりは電場

の生成に F 領域の電子密度が関係していると考えられる。また、このような foF2 の太

陽活動度依存性から、太陽活動度が高い期間において、春における foF2 が秋よりも大

きいことが分かる。

図 4: 磁気赤道付近に位置するイオノゾンデで観測された h’F から導出された

上向きドリフト速度の春(左)と秋(右)における太陽活動度(F10.7)依存性。 

図 5: 磁気赤道付近に位置するイオノゾンデで観測された foF2 の春(左)と秋

(右)における太陽活動度(F10.7)依存性。 
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４．考察 
電場の生成メカニズムである F 層ダイナモと F 領域における電子密度との関係につ

いて考える。赤道域において、日没時には東向きの中性風が吹く。東向き中性風(U)は
磁力線を横切って吹くため、イオンは、U×B 方向にローレンツ力によって動くため上

向きの電流が生じる。しかし、夜間では、E 領域の電子密度が小さくなるため、F 領域

の電流は流れることができず、電流 J はゼロとなる。このため、J がゼロとなるような

電場 E が作られる。この電場 E が F 層ダイナモ電場であり、𝐄𝐄 = −𝐔𝐔 × 𝐁𝐁となる。ここ

までは F 領域だけを考慮していたが、E 領域の寄与があると（あるいは、F 領域の電子

密度が低く、E 領域の導電率を無視できない場合）、電流 J が E 領域にも流れる。この

場合、ダイナモでできる電場𝐄𝐄は、E 領域と F 領域における Pedersen 導電率をそれぞ

れΣE、ΣFすると、𝐄𝐄 = ΣF
ΣE+ΣF

(−𝐔𝐔 × 𝐁𝐁)と表される(例えば、Heelis, 2004)。従って、E 領

域におる導電率ΣEが大きい場合、ダイナモ電場 E は、F 領域だけで生成される場合よ

りも小さくなる。よって、F 領域の電子密度が高い春では、F 領域におけるダイナモ作

用で比較的大きな電場ができるが、秋では、F 領域電子密度が小さく、E 領域の寄与に

より、比較的小さな電場になると考えられる。 
 5．まとめ 
 本研究では、2003－2016 年に、インドネシア・コトタバンに設置された GPS 受信

機で得られたシンチレーション発生頻度及び東西ドリフト速度に加えて、磁気赤道付近

に位置するチュンポン、バクリウ、セブに設置されたイオノゾンデで観測された F 領域

下部高度から導出される上向きのドリフト速度及び電子密度のデータを解析した。この

結果、シンチレーションつまりプラズマブルが、秋よりも春において発生頻度が高いと

いう春・秋非対称が確認され、東向き・上向きドリフト速度、及び F 領域電子密度が、

春において秋よりも大きいことが明らかになった。また、これらの太陽活動度依存性に

ついても、秋よりも春において顕著であることが明らかになった。これらの結果に基づ

き、春では、F 領域電子密度が高いため、F 層ダイナモが効果的に働き、強い電場が作

られ、プラズマバブルがより発生しやすいと考えられる。よって、プラズマバブル発生

頻度の春秋非対称性は、電子密度の春秋非対称性に起因することが示唆される。 
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地上多点ネットワークに基づく
超高層大気変動の緯度間結合の

観測的研究計画

塩川和夫、大塚雄一、西谷望、能勢正仁、野澤悟徳、
大山伸一郎（名大ISEE)
吉川顕正（九大ICSWSE)
藤本晶子（九工大）

横山竜宏、山本衛（京大RISH）

オーロラ
大気加熱

南北半球の
電気的結合

放射線帯

プラズマ圏

プラズマシート

磁気圏からの
エネルギー流入 プラズマバブル

伝搬性大気擾乱（大気波動）

高緯度 中緯度 赤道

低高度衛星
電離場変動

磁気圏衛星
GNSS衛星

磁気圏

超高層大気
電離圏

地表からの
大気波動

新規採択の科研費（基盤A）によるアジア・アフリカ域でのMTI緯度間結合の観測計画

タイトル：地上多点ネットワークに基づく超高層大気変動の緯度間結合の観測的研究
科研費 基盤A 期間：2021‐2025 代表：塩川和夫
研究分担者：大塚雄一、西谷望、能勢正仁、野澤悟徳、大山伸一郎、吉川顕正、

藤本晶子、横山竜宏

1

2
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電磁場変動

磁気圏衛星
GNSS衛星

プラズマ粒子

オーロラ
大気加熱

低高度衛星

磁力線

アジア
経度

欧州
経度

伝搬性大気擾乱
電磁場変動

新規全天カメラ

既存全天カメラ

FPI (名古屋大)

FPI (海外研究機関)

FM-CWレーダー(九州大)

PWING

SuperDARNレーダー（名古屋大)

3

4
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Multi‐event analysis of oscillatory motion of medium‐scale traveling ionospheric disturbances 
observed by a 630‐nm airglow imager over Tromsoe (Yadav et al., JGR, 2020, 
https://doi.org/10.1029/2019JA027598). 

5

6
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An experimental investigation into the possible connections between the zonal neutral wind 
speeds and equatorial plasma bubble drift velocities over the African equatorial region (Okoh
et al., J. Atmos. Solar‐Terr. Phys., 2021, https://doi.org/10.1016/j.jastp.2021.105663). 

• Camera
(Watec WAT-910HX)

• Video encorder
(AXIS Q7401 0288-005)

• Router
(BUFFALO BHR-4GRV2)

• Fish eye lens
(Fujinon/Edmund
FE1185C057HA-1)

• Watch boot
(Meikyo RPC-M5CS)

• Laptop computer /
Ubuntsu 18.04
(iiyama ThinkPad E495)

Ogawa et al. (Polar Sci., 2020, https://doi.org/10.1016/j.polar.2019.100501)
Hosokawa et al. (Hosokawa et al. (EPS, 2020, https://doi.org/10.1186/s40623‐020‐01187‐1)

7

8
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第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

GEONET ROTIを用いたEs層の構造・特性の解析
1*齋藤 享、2細川 敬祐、2坂井 純、2冨澤 一郎

1海上・港湾・航空技術研究所 電子航法研究所
2電気通信大学

1 第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日2

GNSS観測によるEs層の検出

GNSSネットワーク観測により、Es層高度(~100 km)に特徴的な構造を検出する
ことにより、Es層を検出できる

一定時間(~5 min)の間のTEC変動を表す指数(ROTI)を用いることにより、変動
を効率的に検出できる

ROT =
TEC(t)− TEC(t− δt)

δt
[TECU/min]

ROTI =
√
< ROT 2 > − < ROT >2

[Pi et al., 1997]

time

TEC Signature of Es layer 
in TEC (~1-2min)

5min

t

ROT ROTI

[Maeda et al. Geophys. Res. Lett., 2016]

TEC変動成分(dTEC) TEC変動指数(ROTI)

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日3

ROTIマップによるEs層検出

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日4

イオノゾンデによる検証

Max. ROTI within 
100 km from the 
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第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

Es層パラメータの推定

5
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第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

Es層微細構造の推定

6
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第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日7

水平構造：波面の向きは合うか？

垂直構造：GNSS観測から推定されるような前後非対称構造は再現されるか？

モデル改良によりEs層発生予測につなげたい

[Andoh et al., EPS, 2020]

水平構造
時間・高度変動

微細構造：シミュレーションとの比較

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日8

大規模構造・伝播特性

波面の延長方向 伝播方向・速度発生時刻

中国大陸上の大規模波面状Es層 [Sun et al., JGR, 2021]

dTECによる観測例
日本上空Es層 [Maeda and Heki, EPS, 2015]

中国大陸上でも大規模波面状Es層を観測
波面の向き、伝播方向が日本上空とは異なる
違いは何か？重力波源？

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

Es層GNSSネットワーク観測：まとめ

Es層は電波利用上障害となる可能性があり、発生予測が望まれる

GNSSネットワーク観測によるEs層の検出手法の確立
- 波面、移動速度の推定が自動的に可能
- 波面、移動速度情報から微細構造の推定も可能
- 波面、移動速度に地域特性あり

Es層モデル計算の進歩
- GAIAモデルを用いたEs層構造の詳細解析

モデル計算とGNSSネットワーク観測結果の比較
- 微細構造は再現できるか？→モデル計算の検証
- 波面、移動速度の地域特性は再現できるか？→波源の特定、発生予測

9 第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

GEONETを用いたEs層観測における課題

夜間のEs層不規則構造と、F領域MSTID不規則構造の分離

衛星数の増加による観測密度増加、低仰角衛星を用いた観測範囲の拡大

10

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

新しい衛星系・信号の利用

従来使われてきたGPS L1 C/A + L2P(Y)に加え、多くの衛星系・信号が利用可能
となっている。

新しい民生信号は信号形式が新しくなり、マルチパスに強い（低雑音）、追
尾性能が高いなどの利点がある。

- GPS L2P(Y)は軍事用信号を工夫して追尾しているため、これらが弱い
11

L1 (1.57542 GHz) L2 (1.2276 GHz) L5 (1.17645 GHz) その他

GPS L1 C/A, L1C L2P(Y), L2C L5 –

GLONASS L1OF, LIOC L2OF, L2OC – L3OC

Galileo E1 – E5a E5b, E6

Beidou B1I,B1C – B2a –

QZSS L1 C/A, L1C, 
L1S, L1Sb

L2C L5 L6

民生利用可能な衛星系の主な信号 *GPS L2P(Y)は軍事用信号

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日12

L5信号を用いた観測例

GEONET “具志川”（久米島）
- 9 August 2021
- QZS-1,2,3,4 (L1 C/A, L2C, L5, …)

第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第151111111111 回MUレーダー・赤ーダーダダーダダダダダダダダダダダダダダーーーーーーーーーーーー 道大気レーダ気気大気気気大気大気気気大気気気大気気大気大気大気大気気気気気気気大気気大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大大 ーシンポジウシンンンシンンシンシンシンンシンシンンシンンシンシンシンシンンンンシシシシシシシシシシシシシシシシシシシシシシシシ

TEC with L1 C/A and L5

QZS-2

QZS-2

仰角10~16º
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第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日13

TEC and signal intensity (C/N0)

TEC変動に伴って信号強度が変動
- L5には明らかな変動
- L1 C/Aの変動はありそうだが、ノイ
ズレベルが高く、それほどはっき
りしない

第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第151551515555555555555551111111 回MUレーダー・赤

L5 L1 C/A

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日14

Amplitude scintillation on QZS-2 signals

TEC変動と信号変動の
周期はよく一致

L5とL1 C/Aの変動の
ピークはわずかにずれ
ている

第15回MUレ

L5

L1 C/A

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日15

S4 indices

第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第15回MUレーダー・赤道

L5L1TEC

S4 (QZS-2) Normalized S4 
(QZS-2)

noise threshold (L1)

noise threshold (L5)

L5信号は、シンチ
レーション感度が
より高い

第15回MUレーダー・赤道大気レーダーシンポジウム、2021年9月9日

新信号を用いたGNSSネットワーク観測：まとめ

従来使われてきたGPS L1 C/A + L2P(Y)に加え、多くの衛星系・信号が利用可能
となっている

- 新しい衛星系の利用による観測衛星数増加
- 新しい信号の利用による低雑音観測

- TEC観測精度向上、低仰角衛星の利用による観測領域拡大

観測例
- QZSS L1 C/A、L5信号により、低仰角衛星のEs層による電離圏変動を検出
- L5信号において明瞭なシンチレーションを検出

今後の方針
- GPSに加え、Galileo (E1+E5a)、QZSS (L1 C/A+L5)をdTEC/ROTIリアルタイム解
析に実装予定

16
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フィリピン・メトロマニラにおける
プレモンスーン期の強雨出現の特徴

浜田純一1・久保田尚之2・松本淳1

佐藤光輝2・高橋幸弘2・Glenn Vincent3

（1：東京都立大，2：北海道大，3：フィリピン ASTI）

発表内容：

• フィリピンにおける気象観測網の構築：

メトロマニラ稠密地上気象観測網（＠SATREPS-ULAT）

• 解析結果報告（メトロマニラ気象観測, 2019. 5-6月）：

プレモンスーン期の強雨出現状況と雷活動の特徴

(ULAT: Understanding Lightning And Thunderstorm) ＝ 報告（タガログ語）

（ULAT web site@ASTI: https://asti.dost.gov.ph/projects/ulat/）

(Chang et al. 2005, J. Climate)

背景：アジアモンスーン域の降水季節変化

島嶼上の山岳地形の風上側で降水が卓越する傾向：
夏季南西モンスーン期・南シナ海側 ⇔ 冬季北東モンスーン期・太平洋側 (Matsumoto et al. 2020, Int. J. Climatol.)

背景：フィリピンにおけるモンスーン降水季節変化

Metro Manila

Metro
Manila

(Banares et al. 2021, Atmos. Res.)

背景：メトロマニラにおける降水特性の季節変化

NE Monsoon

NE Monsoon

SW Monsoon

SW Monsoon

Summer

Summer

降水量

降水
特性

対流性
層状性
台風

台風影響

（AWS, Vantage Pro, 16地点，2013～2014年）

研究目的
メトロマニラに稠密な地上気象・雷観測網を構築し、局地
循環がより卓越すると考えられる、プレモンスーン期の強
雨出現の動態把握を行うこと。

観測・解析データ
解析期間：2019年5月～6月

• 地上気象観測：

メトロマニラ内、P-POTEKA22地点

• 雷観測：

Washington Univ. 落雷位置評定データ (WWLLN),

メトロマニラ及び周辺域

• 高層気象観測：

PAGASA Tanay 観測所 (121.36E, 14.56N), 00Z観測
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フィリピンにおける地上気象・雷観測網の構築
メトロマニラ稠密地上気象観測網: P-POTEKA 50地点

MMDA-EFCOS 観測点,
Pasig City, Nov. 2018

• P-POTEKA 35地点の設置完了、連続観測実施（2020年6月までに）。
• 日本・フィリピンのデータサーバーへ1分毎にデータ送信・モニタリング。

フィリピンにおける地上気象・雷観測網の構築

新型コロナウィルス感染拡大に伴い、機器設置・保守作業は中断中（今秋再開予定）。

2019 2020
Max

Min

Ave

ClimatView, Japan Meteorological Agency:

http://www.data.jma.go.jp/gmd/cpd/monitor/climatview/frame.php）

Manila, Philippine
Temp.

(deg C)
Prcp.
(mm)

メトロマニラにおける降水・気温季節変化

• 北半球夏季（南西モンスーン期）に極大を持つ年周期が卓越。
• 南西モンスーン期の降水活動は2020年に比べ、2019年が顕著。

プレモンスーン期は同程度の降水。

欠測 欠測

× ×

解析結果：降水・雷活動の日々変動, 2019. 05-06

U850

Rainfall

Lightning

① ② ③ ④ ⑤

Frequency

Onset: 
June 14

（強雨 = 20mm/h 以上の降水）

解析結果：5/22の強雨・多発雷事例

Precipitation Lightning

• 北部の観測点で多雨。
• 日中午後に山岳域で雷活動が活発化し

た後、沿岸域に雷活発域が移動。
（北東から南西方向）

LT=UTC+8hours

解析結果：5/26の強雨・多発雷事例

Precipitation Lightning

• 中部、東部の観測点で多雨。
• 日中午後に雷活動が南部で活発化した

後、北部に雷活発域が移動
（南西から北東方向）。

→ 5/26の多発雷事例とは逆の移動傾向

LT=UTC+8hours
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LT=UTC+8hours

解析結果：6/23の強雨・多発雷事例（オンセット後）

• メトロマニラ全域で多雨。
• 日没後の時間帯に山岳域で雷活動が活

発化し、その後、沿岸域に移動
（北東から南西方向）。

Precipitation Lightning

降水・雷活動日変化極大の遅れ。
海上での雷活動の活発化が顕著。

解析結果：5/22の強雨・多発雷事例

Lightning

LT=UTC+8hours

Precipitation

①

②
③

④

⑤

⑥
⑦

メトロマニラ北部の多雨地点
地上気象変動の地域性（沿岸～内陸域）
を確認。

解析結果：地上気象変動の地域差（沿岸～内陸域）

降水

気温
湿度

風向
風速

気圧

日射

2019 5/26

②

③

④

降雨に対応した風、気圧、気温変動を確認。

Precipitation

①

②
③

④

⑤

⑥
⑦

①
②
③
④

⑤⑥
⑦

S

N

EW

Wind Direction

Precipitation

⑦ ⑥

④
③②

①

⑤

解析結果：地上気象変動の地域差（沿岸～内陸域）

風向

• 内陸部から沿岸部への降水域の移動。
• 海風の存在と、降水システムに伴う風向の変化。

解析結果まとめ
2019年5～6月のプレモンスーン期のメトロマニラ：

強雨出現状況（日変化・地域性）：

• 16時～20時頃の強雨出現頻度の極大

• 降水分布の偏り（北部／南部／全域等）⇔ 雷活動との関連

• メトロマニラ北部及び東部内陸部（南部）で多雨（少雨）傾向

雷活動：

• 発雷数が日々変動し、日々の空間分布に多様性

• 北東（北）→南西（南）方向の発雷域の日変化移動が相対的に顕著

• 弱風時に発雷数が増加する傾向（大気鉛直構造、安定度について要確認）

今後の課題・予定

• プレモンスーン期の強雨・多発雷発生事例の比較・検討

• 強雨の発生場所・タイミングを決める要因検討：雷活動、局地循環

• 降水雲の発生・発達、移動特性の把握：現地気象レーダーデータ入手
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南極昭和基地⼤型⼤気レーダーを⽤いた気象
再解析データ中の⼤気重⼒波再現性の検証

冨川喜弘（極地研）、吉⽥理⼈（総研⼤）、
江尻省（極地研）、⾼麗正史（東⼤院理）、
佐藤薫（東⼤院理）

2021年9⽉9⽇ 第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム

サブテーマ１
南極⼤気精密観測から探る

全球⼤気システム

佐藤 薫
（東京⼤学⼤学院理学系研究科）

堤 雅基
（国⽴極地研究所）

中村卓司、佐藤亨、齋藤昭則、冨川喜弘、⻄村耕司、
⾼麗正史、橋本⼤志、江尻省、津⽥卓雄、
⻄⼭尚典、阿保真、川原琢也、⽔野亮、
⻑浜智⽣、鈴⽊秀彦、⽚岡⿓峰、⽥中良昌

2

ミリ波

ライダー ⼤気光 MFレーダー
PANSYレーダー

特殊ゾンデ

第IX期南極地域観測事業重点研究観測
南極から迫る地球システム変動

南極観測におけるPANSY観測の中⼼期間
⾼速カメラ

★参考：CREST「⼤型⼤気レーダー国際共同観測データと⾼解像⼤気⼤循環モデルの融合によ
る⼤気階層構造の解明」（佐藤薫代表）（これは観測を含まない）
• ハイトップ⼤気⼤循環モデルを⽤いた対流圏・成層圏・中間圏・下部熱圏のデータ同化ス
キームの開発と現実⼤気の全球グリッドデータの作成

• これを初期値とした現実⼤気の世界初⾼解像⼤気⼤循環による重⼒波再現実験
• ⼤気の階層構造と南極⼤気上下結合、南北両半球⼤気結合の定量的解明

【南極大気精密観測から探る全球大気システムの研究】

PANSYフルシステムによるXI期6か年連続観測の実施。これを軸に
・昭和基地での種々の光学・電波同時観測の実施
・世界初全球⼤型レーダーネットワーク観測（国内外機関との協同）
・⾼解像度⼤気⼤循環モデルの活⽤（★CRESTと連動）

1. ⼤気⼤循環メカニズムの解明（南極重⼒波特性の解明を含む）
2. 太陽地球系としての地球外環境に対する極域⼤気の応答の解明
3. 電波・光学同時観測の充実による⼤気現象変動の多⾓的理解
4. 国際協同ネットワーク観測と⾼解像⼤気⼤循環モデルとの結合による総合研究

第Ⅸ期重点研究観測（H28-R3）の⽬的

季節変化 年々変化

第Ⅸ期重点研究観測のスケジュール

隊次 ５８ ５９ ６０ ６１ ６２ ６３

国際協同観測
✱ ✱ ✱ ✱ ✱ ✱

全群連続通年観測
PANSY

レイリー・
共鳴散乱ライダー

アレキサンドライトレーザ

MFレーダー
⼤気光観測

MFレーダー＋イメージャー＋OH回転温度

ミリ波
オゾン NO CO 同時観測オゾン or NO

気球観測

MST MST＋IS

⾼エネルギー粒⼦ 高速カメラ＋スペクトログラフ＋イメージングリオメータ

第Ⅹ期重点研究観測（R4-9）の構成 PANSYレーダーによる⼤気重⼒波研究
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南極の⼤気重⼒波観測の重要性

緯度
Geller et al. (2013)

絶
対
運
動
量
フ
ラ
ッ
ク
ス
（
m
Pa
）

•冬季にホットスポットがあり、
世界で最も活発

•衛星観測では全周波数帯の重
⼒波を捉えられない

•モデル間で重⼒波効果の不確
実性⼤（←重⼒波パラメタリ
ゼーションの⾮現実的な仮
定）

⇒南極で全周期帯の重⼒波を捉
える観測が必要

7⽉＠30km

7⽉＠30km

気象再解析データ中の⼤気重⼒波

気象再解析データ（ERA5）
•数値予報モデルに観測データを同化して得られる全球気象
データ

•⻑周期・⻑波⻑の慣性重⼒波は部分的に表現可能

⇒全周期帯の重⼒波を捉えられる
PANSYデータを⽤いて、再解析中
の重⼒波再現性を検証

Podglajen et al. (2020)

GW

使⽤データと解析⼿法
昭和基地

使⽤データ：三次元⾵速データ
観測：PANSY

再解析：ERA5

観測場所：昭和基地（69S, 40E）
対象期間：2016年1⽉1⽇〜3⽉31⽇
解析⼿法：ホドグラフ解析

（周期・波⻑等のパラメータを推定）
解析対象：対流圏・成層圏の慣性重⼒波

（慣性周期約13時間＠69S）
周期4‐24時間、鉛直波⻑0.8‐8kmの擾乱を抽出し、PANSYと
ERA5で同じイベントを捉えた例を解析

東⻄⾵擾乱（PANSYレーダー）

東⻄⾵擾乱（ERA5） m/s

m/s

1⽉の⾵速擾乱

⾼
度
（
km
）

PANSY ERA5

ホドグラフ解析の結果

1/13 ⽔平⾵振幅
[m/s]

縦横⽐ ⽔平波⻑
[km]

鉛直群速度
の向き

PANSY 3.7 0.94 950 ↑
ERA5 4.0 0.75 320 ↑

東⻄⾵擾乱（PANSYレーダー）

東⻄⾵擾乱（ERA5） m/s

m/s

3⽉の⾵速擾乱

⾼
度
（
km
）
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3/21 ⽔平⾵振幅
[m/s]

縦横⽐ ⽔平波⻑
[km]

鉛直群速度
の向き

PANSY 7.5 0.80 500 ↑
ERA5 3.7 0.89 900 ↑

3/13 ⽔平⾵振幅
[m/s]

縦横⽐ ⽔平波⻑
[km]

鉛直群速度
の向き

PANSY 3.1 0.48 94 ↓
ERA5 2.4 0.50 111 ↓

絶対運動量フラックスの推定⼿法

①ホドグラフで得られたパラメータから算出
�̅�𝑢𝑤/2

𝑢 は波数ベクトル⽅向の⾵速振幅、 𝑤 ൌ െ 



ேమ

ேమିఠෝమ
𝑢

②⾵速擾乱から算出
ሺ𝜌𝑢ᇱ𝑤ᇱሻଶሺ𝜌𝑣ᇱ𝑤ᇱሻଶ

③PANSYの視線速度擾乱から算出

ሺఘ௨ଵᇲሻమିሺఘ௨ଶᇲሻమ

ଶ ୱ୧୬ ଶ°

ଶ
 ሺఘ௩ଵᇲሻమିሺఘ௩ଶᇲሻమ

ଶ ୱ୧୬ ଶ°

ଶ

ここで、 𝑢1ᇱ,𝑢2ᇱ, 𝑣1ᇱ, 𝑣2ᇱは各視線速度の擾乱成分

𝑢2
𝑢1

10°
z

x

w

u

Vincent & Reid (1983)

事例 ⼿法①
[mPa]

⼿法②
[mPa]

⼿法③
[mPa]

1/13
5.85‐7.95km

PANSY 14 71

ERA5 48 57

3/13
5.70‐8.10km

PANSY 71 23

ERA5 40 2.4

3/21
15.75‐16.95km

PANSY 21 61

ERA5 3.9 3.5

⽔平⾵
振幅

鉛直⾵
振幅

○ ○

○ ×

× ×

各事例の⽐較

⽔平⾵・鉛直⾵振幅共に再現できている例（1/13）
⇒運動量フラックスもPANSY・ERA5で整合的

⽔平⾵and/or鉛直⾵振幅が再現できていない例（3/13,3/21）
⇒ERA5は運動量フラックスを過⼩評価

まとめ

PANSYレーダーのデータを⽤いて、気象再解析データ（ERA5）
における昭和基地上空対流圏・成層圏の慣性重⼒波の再現性
を検証
•過去の研究では慣性周期付近のスペクトルは⽐較的再現

•慣性重⼒波であっても、再現できるケース、⽔平⾵and/or鉛
直⾵振幅を再現できないケースがあり、事例による
→事例ごとに⽔平⾵と鉛直⾵で再現性が異なる

•重⼒波の運動量フラックスは、上記の再現性に依存

•今後は、解析期間を通年に拡張し、重⼒波再現性の⾼度・季
節依存性や、再現できる・できない原因を明らかにする
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EAR 2001 3
CPEA 2001 2007

Transportable MPR Pontianak/Manado/Biak WPRs

MIA XDR

Serpong CDR InaTRITON Buoy

Maritime Continent COE (MCCOE)

“JEPP-HARIMAU” (2005 2010), “SATREPS-MCCOE” (2009 2014)

TRMM rainfall (3-year mean LT; Mori et al., 2004)

GMS cloud top (14-yr-mean monthly LT) > / >  

2

300 km

(Mori et al., 2018, PEPS)

(Yamanaka et al., 
2018, PEPS)

GMS

,1998
https://www2.nagare.or.jp/mm/98/otobe/index_ja.htm

: 9 /4 cycle 27
 

QBO

https://www.geo.fu-berlin.de/en/met/ag/strat/produkte/qbo/index.html

(Plumb & McEwan, 1978)
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Fig. 2. Typical all-sky image over Asmara in late morning. The
outer edge of the disk corresponds to the horizon and the center to
zenith. North is to the top and east is to the right. The large black
streaks are EPBs.

•

•

•
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Development of an Autonomous Equatorial 
Spread-F Detection Method for SEALION 
Plasma Bubble Alert System

• Septi Perwitasari1, Kornyanat Hozumi1

• National Institute of Information and Communications 
technology

INTRODUCTION

CHIANG MAI

CHUMPHON

BAC LIEU

KOTOTABANG

CEBU

• SEALION is an ionospheric observation 
network in the Southeast Asia that has
been on operation since 2003

• SEALION has 5 FMCW ionosonde: Chiang
Mai (CMU), Chumphon (CPN), 
Kototabang(KTB), CEBU and BacLieu 
(BCL)

• Information on day-to-day and short 
variability of Equatorial Spread-F 
(ESF)/plasma bubble are important for 
space weather service.

• Strong correlation between ESF and GPS 
scintillation (Alfonsi et al., 2013, Anderson 
et al., 2017)

• Real time (nowcast) and forecast of ESF 
are crucial. 

INTRODUCTION
EQUATORIAL SPREAD-F

ESF types observed by ionosonde (Piggott and
Rawer, 1972)-URSI Handbook of Ionogram
Interpretation and Reduction:

• Range Spread-F (Q); the diffusion is
pronounced in the altitude direction and
independent of frequency

• Frequency Spread-F (F): the diffusion is swept
upward which make it difficult to determine the
critical frequency of F2 layer

• Mixed type (M): classified when range and
frequency types are present at the same time.

• Strong Spread-F (SSF)-Shi et al., 2011:
extended range spread on F layer echo traces
that significantly extend beyond the local foF2
(~20 MHz) and lasts > 2hr

NO ESF F  type

Q type M type

Nightime F-region echoes observed by an ionosonde at Chiang 
Mai

PURPOSE OF RESEARCH

Develop Equatorial Plasma Bubble 
warning system for Southeast 

Asean sector 

Develop an autonomous method 
to detect ESF event from 
SEALION ionogram data

Validation with other data: VHF 
radar, Scintillation (S4)

DATA AND METHODOLOGY
• Chiang Mai Ionogram data
• Main problem: Ionogram is contaminated by various noises

Stripe noise

Random noise

Raw data
CMU

2013/04/05 03:00 LT

Al
tit

ud
e 

[k
m

]

Frequency [MHz]

Al
tit

ud
e 

[k
m

]

Frequency [MHz]

Clean Data

Raw data
CMU

2013/04/05 03:00 LT

Effective noise removal method 
is needed

NOISE REMOVAL METHOD
• 4th degree polynomial fit to remove the stripe noise
• 3x3 median filter to remove the random noise
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Raw FMCW image data

Stripe noise removal
4th degree polynomial fit

Random noise removal
Median filter (3x3 pixel)

Edge detection
hʼF, foF2

Determine ROI: 100x100 pixel

Determine threshold for: Q 
type, F type and mixed type

Apply to  FMCW data

Bhaneja et al., 2018

EQUATORIAL SPREAD-F DETECTION FLOWCHART

• Background set to 0.

• hʼF (lowest altitude of F-
layer) was determined by
scanning the frequency
2-6 MHz and altitude of 
180-400 km.

• foF2 was determined by 
scanning the frequency
15 to 6 MHz and 180-500 
km

 ROI= 100 x 100 pixel
 Threshold: ~1000 non-ESF data 

Value ROI > Threshold --> 
ESF event 

PRELIMINARY RESULT: OUTPUT
STN DATE TIME 

(UT)
Q type F type M 

type
hʼF

17 22
Hour (LT)

Manual scaling
Automatic scaling

hʼF | CMU| 20130308

• hʼF value generally has a good 
agreement with manual scaling

• foF2 validation is underway

Preliminary result: 
CMU ionogram 2013 MAR and SEP equinox:
 Q type: ~88%
 F type: ~90%

1 day data (~288 images) takes ~80 seconds to run 
(MacBook Pro with a dual core 2.8 GHz Intel Core i7 
processor with 4 MB cache size and 16 GB memory)

PRELIMINARY RESULT: DISCREPANCY
FALSE POSITIVE FALSE NEGATIVE

Automatic

Manual

Detected as spread-F
Detected as random noise

PRELIMINARY RESULT: STATISTICAL RESULT
• CMU ionogram data 2009-2013 at 6 PM-5

AM.

• High during equinoxes, lowest at summer 
soltice (except during 2010 and 2011)

• Positive colleration with solar activity. (e.g.
Manju et al., 2009, Alfonsi et al., 2013)

SEASONAL VARIATION

PRELIMINARY RESULT: STATISTICAL RESULT

LOCAL TIME VARIATION • CMU ionogram 2009-2013 

• Pre-midnight occurrence is relatively 
higher than post-midnight (e.g. Deng,
et al., 2021)

• Significant increase of activity during
high solar activity

17 19 21 23 1 3 5

Summary and Future Works
• We have developed an automatic detection method for SEALION Ionogram. 

• The method has been applied to CMU ionogram data.

• The results have been validated with the manual scaling of CMUʼs spread-F data (CPN
validation is underway).

• The preliminary result shows ~90% and 88% match for F and Q type, respectively using
March and September equinoxes data.

• Discrepancy is caused by the false negative (highly difused ESF) and false positive 
(multiple echo of trace).

• 5-years statistical study has been done using 2009-2013 CMU data.
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Summary and Future Works

• Seasonal dependence shows the highes activity during Spring Equinox and the lowest 
during summer soltice.

• The local time variation shows the activity is higher during pre-midnight.

• Both seasonal and local time variation show a positive correlation with solar activity.

• Compare with scintillation data (s4).

• Apply method to other SEALION stations. 

• Explore the possibility of using hʼF data for ESF prediction (Redmon et al., 2010).
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New ionospheric 3D tomography analysis with 
combined GEONET and ionosonde data

Nicholas Ssessanga1, Mamoru Yamamoto1, Susumu Saito2

 1Research Institute for Sustainable Humanosphere (RISH), Uji Campus, Kyoto University, 
Kyoto, Japan

2Electronic Navigation Research Institute, National Institute of Maritime, Port, and Aviation 
Technology, Tokyo, Japan

Briefly about the technique

vBroken down into two steps
1. Tomography
2. Data Assimilation

Ø Use constrained least-squares Computerized ionosphere tomography (CIT) to estimate
the 3-D electron density field (𝑛) from GNSS Slant total electron content  (STEC)

Step: 1






 nYSTECs A

Saito et al. 2017

q Weight matrix (W) helps to constrain the solution within
a certain range. 
qW is computed based on constraint parameters Ciq

Cost function (J)

Least-square term Constraint term:
Prior Knowledge

Coupling with 
adjacent voxels

Design of W:

Hyper parameter  
learned from experience.

Minimizing 
solution to J: 

Original Tomography
Saito et al. 2017

IMPROVE THE VERTICAL STRUCTURE
USING 

IONOSONDE DATA ASSIMILATION

Step: 2

ix
in 10

final solution:

Tomography solns

 
(Prior)

𝝀 = {𝝀𝟏, 𝝀𝟐, ⋯, 𝝀𝟖}

Data
• Ground GNSS data
• Ionosonde data

Data Assimilation

Ssessanga et al. 2021b

Modified Tomography
Ssessanga et al. 2021
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GEOMAGNETIC STORM PERFORMANCE 
ANALYSIS 

Model (IRI-2016) vertical structure at different ionosonde locations
• Stations are arranged in ascending geomagnetic latitude.
• Scaled on the right of each image is Dst index, represented by the solid black line.
• The horizontal dashed line at 300 km is included as a baseline to vividly track the uplift of the plasma

density. 
• Purple solid line shows the time variation of the hmF2 parameter at that ionosonde location. 

Geomagnetic Storm performance 
analysis:

Geomagnetic Storm performance analysis: => Modified tomography results 

• The onset of the storm occurred when the East Asian sector was on the day-side.
• At OK426 station that is located geomagnetically in low latitudes, there is a slight noticeable instantaneous

uplift (marked with a grey arrow) of the peak densities to altitudes above the 300 km baseline.
• Most probably due to geomagnetic storm induced eastward prompt penetration electric fields (PPEF)

Geomagnetic Storm performance 
analysis:

=> Modified tomography results 

• Approximately two hours after the SSC, there was a slight increase in F region plasma densities (~280 - 340
km) particularly at stations located near the equatorial anomaly (OK426 and JJ433).

• Plasma density enhancements in equatorial ionization anomaly (EIA) crests, following day-side eastward
prompt penetration electric fields (PPEF).

Geomagnetic Storm performance 
analysis:

=> Modified tomography results 
Original_Tom Modified_Tom

Geomagnetic Storm performance 
analysis:

=> Modified tomography results 

Modified tomography Ionosonde observations
Ø Interesting to note through this period, is the total or partial absence of data at all ionosonde stations.
Ø From the reconstructions, it is clear that these data gaps were due to a significant decrease in the F region 

plasma frequency (< 4 MHz) such that the ionosonde could not detect the reflected echoes.
Ø The significance of complementing GPS with ionosonde data is well illustrated at most stations; we are

able to reconstruct the full extent of F region plasma structure beyond the bottomside limitations of the 
ionosondes.
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Geomagnetic Storm performance analysis: => Comparison with Satellite observations 
 St. Patrick’s  DOY 077: In-situ densities  

• Red marks on maps in the upper right corner indicated the satellite tracks.
• Vertical dashed lines show the start (green) and end (magenta) of grouped densities,

with time data gaps less than 1 hour. 
• The x-axis has been readjusted for clarity.

• The climatological model, IRI, shows the expected monthly average values of terrestrial 
plasma densities/frequencies 

• The previously reported negative ionosphere response of about 60% away from the monthly
average values is eminent in our reconstructions and in-situ observations (Nava et al. 2016).

B

A Future WORK AND IMPROVEMENTS
Use Radio Occultation data to
restrain the vertical structure 

LEO

LEO ANT   : 
> COSMIC GPS
> COSMIC GLO 
> SPIRE

Over Satellite STEC
(OSSTEC)

Occultation STEC
(OCCTEC)



GNSS:
GPS and GLONASS

Ø Include COSMIC-2 data to covers both 
remote Low latitudes (ocean areas) and
Equatorial latitudes 

Include Radio Occultation (RO) observations 

Ø Spire: This is a private company that manages a 
constellation of over 80 LEO (450-600 km 
altitude) 3U Cube-Satellites simultaneously 
providing RO data since January 2019.

Ø  The dense network of Spire satellites fills in the 
gaps, specifically at high latitudes, where F7/C2 
has no coverage Future Improvements

Modiefied Tomography Vs Radio occultation density profiles (COSMIC) > 180 km
Note: Ground observations  are not utlized.

Ø On the 20th/December/2020 when COSMIC and SPIRE data were available
Ø Left panels: scatter of modified-tomography to profile densities from COSMIC
Ø Right panels: residual fit

=> Comparison with Satellite observations 
Modiefied Tomography Vs Radio occultation density profiles (COSMIC) > 180 km 

Ø On the 20th/December/2020 when COSMIC and SPIRE data were available
Ø panels: Mean, Correlation coefficient, Standard deviation, RMSE
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Conclusion and future work

§  A tomography-ionosonde data assimilated technique has been developed for a better specification
of the regional 3-D ionosphere electron density field.

§ The mandatory positivity constraint is asserted by assuming that  ionosphere densities are  better
described by a log-normal distribution. 

§ The 3-D electron density reconstructions have been compared to observations covering both bottom
(ground-based ionosonde) and topside (space-borne satellites) ionosphere.

§ The results clearly demonstrate that the proposed tomography-ionosonde data assimilated is a good
candidate for a better specification of the regional 3-D ionosphere electron density field. 

 future work
 As algorithm development moves forward, and more data sources become abundant, we expect to 
further improve fidelity through the following future works/steps.

•  Include radio occultation (RO) data in the analysis. RO data are expected to introduce the missing 
information that covers the ionosphere in a tangential geometry. In addition, RO data will help to cover
remote areas, specifically over the low and equatorial latitudes, where the distribution of ionosondes 
and ground GNSS receivers are significantly lacking.

• Include Swarm in-situ  densities to cover the F-region topside structure.
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1. Introduction. 

   In the present study, we describe an update of experimental and theoretical results on TKE 

dissipation rate 𝜀  estimated from MU radar, LQ7 wind profiler and UAV measurements 

collected during the ShUREX (Shigaraki UAV, Radar Experiment) campaigns (2015-2017) at 

Shigaraki MU observatory. The MU radar was operating in range imaging mode and the LQ7 

was operating wind profiler in routine mode. Among other devices, the DataHawk UAVs are 

mainly equipped with highly sensitive Pitot velocity sensor to measure accurate 𝜀  profiles 

(Lawrence and Balsley, 2013), used as a reference for comparisons with the other instruments. 

On some occasions, we made almost simultaneous radiosonde measurements.  

2. Processing methods.  

   The basic principles used to estimate 𝜀 from the data of each instrument are described without 

going into detail about the methods, as they have been described many times (e.g Luce et al. 

2018).  

2.1 From UAV data. 

   The first step consists in estimating the one-dimensional longitudinal frequency spectrum 

𝑆𝑈(𝑓)  of relative winds 𝑈. Then, when an inertial subrange whose theoretical expression is 

𝑆𝑈(𝑓) = 0.5 𝜀2/3(�̅� 2𝜋⁄ )2/3𝑓−5/3 is detected, its level 𝛼𝑈 is estimated and compared to the 

theoretical one to deduce 𝜀 (see Luce et al. 2018, for more details): 

𝜀𝑈𝐴𝑉 =
2𝜋

�̅�
(

𝛼𝑈

0.5
)

3/2

   (1) 

2.2 From radar data. 

   The radar method consists in relating 𝜀  to the variance 𝜎𝑡
2  of the Doppler spectrum peak 

corrected for non-turbulent contributions. Essentially, two models are commonly used, but 

many variations exist (e.g. Luce et al. 2018). The first expression is (e.g., Weinstock, 1981; 

Hocking et al., 2016): 

𝜀𝑁 ≈ 0.5𝜎𝑡
3 𝐿𝐵 =⁄ 0.5𝜎𝑡

2N    (2) 

where the index N refers to the dependence of 𝜀 on the Brunt-Vaisala frequency N, a measure 

of the background static stability. This model is referred as the WH model. 𝐿𝐵 = √〈𝑤2〉/𝑁 is 

the buoyancy scale, where 〈𝑤2〉 is the variance of the vertical wind fluctuations, and is said to 

represent the maximum size of the turbulent eddies in stratified conditions. The WH model (1) 

is expected to be valid when the 𝐿𝐵 < 2𝑎, 2𝑏, i.e. the transverse and longitudinal size of the 

radar resolution volume, respectively. If this is the case, 𝜎𝑡 ≈ √〈𝑤2〉. The second expression is: 

𝜀𝑅 = 𝜎𝑡
3 𝐿𝐶⁄    (3) 

where the index R refers to “radar” and 𝐿𝑐 is a undefined characteristic scale. Expression (2) 

can be derived from dimensional analysis. It is expected to be verified when  𝐿𝐵 > 2𝑎, 2𝑏. 

Because the radar resolution volume filters out the contribution of the largest eddies to the radial 

wind fluctuations, we should have 𝜎𝑡 < √〈𝑤2〉 . For 𝐿𝐵 ≫ 2𝑎, 2𝑏 , the so-called Labitt 

formulation, with many variations, can be obtained and 𝐿𝐶 can be expressed in terms of 2𝑎, 2𝑏 

and a horizontal scale 𝐿 = 𝑉𝑇 where V is the horizontal wind and T the acquisition time of each 

Doppler spectrum (e.g. White et al. 1999).  
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   During the ShUREX campaigns, the MU radar For the comparisons with the LQ7 data, we 

used the routine observation data collected during the last ShUREX campaign in 2017 averaged 

over 10 minutes made available on the RISH website (www.rish.kyoto-u.ac.jp/radar-

group/blr/shigaraki/data/). 

2.3 From radiosonde data. 

   For clear air conditions, the first step consists in sorting the potential temperature 𝜃 profile 

calculated from temperature and pressure measured by the radiosonde. The Thorpe scale 𝐿𝑇 is 

defined as the root mean square of the vertical adiabatic displacements in each detected 

turbulent layer. It is then assumed that 𝐿𝑇 can be assimilated to the Ozmidov scale of turbulence 

𝐿𝑂𝑧 = √𝜀 𝑁3⁄  so that: 

𝜀𝑇ℎ𝑜𝑟𝑝𝑒 ≈ 𝑁3𝐿𝑇
2     (4) 

3.  Comparison results. 

3.1 Statistical results.  

   The top panel of Figure 1 shows a scatter plot of 𝜀𝑈𝐴𝑉 vs 𝜎𝑡
3 measured by the MU radar and 

the histogram of the ratio 𝜀𝑈𝐴𝑉/𝜎𝑡
3 =  𝐿𝐶  (after Luce et al., 2018). The bottom panel shows the 

corresponding scatter plot and histogram for the LQ7 data collected in 2017. The statistics are 

based on 52 profiles during ascents and descents collected from 24 UAV flights. The LQ7 wind 

profiler variances were averaged over 20 or 30 min (corresponding to averaging two or three 

profiles) during the UAV flights according to the duration of the ascents or descents. The 

variance 𝜎𝑡
2 was estimated by using the data from the vertical beam or from an average of the 

data from the oblique beams. For both cases, we applied a beam-broadening (BB) correction 

only. We verified that the shear-broadening (SB) contribution was negligible for the data from 

oblique beams. More globally, because measurements were made during weak winds (<10-15 

m/s, due to UAV flight constraints) and low altitudes (≲ 4.0 𝑘𝑚), BB and SB corrections were 

weak for most cases (not shown). Certainly, these favorable conditions contributed to the 

success of the comparisons; the literature has often emphasized the difficulty of correcting for 

variance in high winds and shear.  

   The scatter around the thick black line shows that 𝜀𝑈𝐴𝑉 is proportional to 𝜎𝑡
3, without any 

ambiguity for 𝜀𝑈𝐴𝑉 > 10−4 𝑚2𝑠−3(or 0.1 𝑚𝑊𝑘𝑔−1). For smaller values of 𝜀𝑈𝐴𝑉 (emphasized 

by the red ellipses), the scatter deviates considerably from the 𝜎𝑡
3  law. This deviation 

corresponds to a strong overestimate of 𝜀 when 𝜀𝑈𝐴𝑉 is minimum (as in Figure 5 below the 

altitude of ~2.0 km). This issue is usually observed when the winds are very weak (less than 1-

3 m/s, not shown), suggesting a broadening of the spectral width due to merging of the 

atmospheric echo and (residual) clutter echo. The scatter plot for 𝜀𝑈𝐴𝑉 < 10−4 𝑚2𝑠−3 is thus 

likely not due to a deficiency of the 𝜎𝑡
3 model.  

   The histogram of 𝐿𝐶 shows a peaked distribution around ~60 m for the MU radar and ~75 m 

for the LQ7 wind profiler (median values after removing as much as possible the corrupted 

values in the red ellipses). Thus, the same model (3) works for both radars with almost the same 

value of 𝐿𝐶. This result is consistent with the fact that the parameters that may affect the spectral 

width measurements were very similar for both radars during the ShUREX campaigns: The 

effective acquisition time for one spectrum was 12.4 s and 11.8 s for the MU radar and LQ7 

wind profiler, respectively. The range resolutions 2𝑏 = ∆𝑟 of the MU radar and LQ7 wind 

profiler were 150 m and 100 m and their transverse resolutions 2𝑎 = 2𝜃0𝑧 (𝜃0: half-width half 

power beam aperture) at 𝑧~2000 𝑚 were 100 m and 150 m. This means that 𝜀𝑅 = 𝜎𝑡
3 𝐿𝐶⁄  with 

𝐿𝐶 of the order of 60-70 m can be used for any wind profiler or ST radar with similar beam 

aperture and range resolution. The scope of the 𝜎𝑡
3 model goes beyond that of the MU radar and 

LQ7 wind profiler. 
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   Comparing (3) with (2) leads to an apparent buoyancy scale 𝐿𝐵  of the order of 30-35 m. This 

apparent buoyancy scale is much smaller than 2a, 2b (100-150 m) so that a 𝜎𝑡
2 dependence of  

𝜀 should be observed. This paradox needs to be explained.  

 
Figure 1: Scatter plot of 𝜀𝑈𝐴𝑉  vs 𝜎𝑡

3 and histogram of Lc for the MU radar (top panel) and the LQ7 wind profiler 

(bottom panel). The thick solid line suggests a 𝜎𝑡
3 dependence. For easy reference, the 𝜎𝑡

2 tendency is shown by 

the blue line. The mean and median values of Lc are calculated after removing as much as possible the values 

surrounded by the red ellipses, suspected to be due to radar instrumental errors. 

 

3.2 Can the paradox be explained by a theoretically revised expression of ε? 

   Expression (2) is valid for 𝑁 > 0 but if N tends to 0, then 𝜀 tends to 0. This cannot be not true 

because 𝜀 is not 0 for neutral conditions even if the buoyancy term of the TKE budget equation 

is 0 (in steady state, TKE dissipation is in equilibrium with the shear production). Therefore, 

expression (2) should correspond to an asymptotic form of a more general expression. From 

theoretical derivations made by Basu and Holtslag (2021, submitted) based on energy budget 

equations for revising Tatarski’s (1961) theory on CT
2 expressions, a new theoretical expression 

of ε reads: 

𝜀 = 0.64 (
1 − 𝑅𝑓

𝑅𝑖
)

1/2

〈𝑤2〉𝑁      (5) 

   With respect to (2), this expression includes a multiplicative term that depends on the flux 

and gradient Richardson numbers Rf  and 𝑅𝑖 = 𝑁2 𝑆2⁄  (where S is the vertical shear of the 

horizontal wind). The multiplicative term makes a strong difference with the WH model 

because it makes 𝜀 to depend on 𝑅𝑖. Because Rf is expected to vary between 0 (when 𝑅𝑖 → 0) 

and 0.25-0.33 for large Ri′𝑠, the Rf dependence is less important and can be neglected to a first 

approximation. For nearly neutral conditions ( 𝑅𝑖 → 0) , 𝜀 → 0.64 〈𝑤2〉𝑆  and for strongly 

stratified turbulence (𝑅𝑖 → 1), then the asymptotic expression becomes virtually identical to 

the expression (2) of the WH model 𝜀 → 0.5𝜎𝑡
2N (〈𝑤2〉 = 𝜎𝑡

2). For 𝑅𝑖 > 1, turbulence cannot 

be sustained due to increasing buoyancy force and cannot be observed in steady state. That is 

why 𝑅𝑖 = 1 should be considered as an upper limit.  

   These new theoretical derivations show that the WH model is valid for strongly stratified  

conditions only, while turbulence is generally observed for Ri less than the critical value, i.e. 

65



0.25. The asymptotic expression for small Ri′𝑠 was confirmed from DNS up to Ri = 0.2 at least 

by Basu et al. (2020). Consequently, the 𝜎𝑡
3 model may be explained by an incorrect modelling 

of 𝜀 for weakly stratified conditions.  Expression (3) should be compared to expression (5). 

Neglecting Rf,  we get 𝐿𝐶 = √𝑅𝑖 𝐿𝐵/0.64  instead of 𝐿𝐶 = 𝐿𝐵/0.5  from expression (2). If 

Ri~0.12 then 𝐿𝐵~130 𝑚 ≳2a, 2b, consistent with a 𝜎𝑡
3 law. Further research on expression (5) 

is needed because it cannot be simply reconciled with the spectral approaches used to derive 

expression (2). However, it opens new insights on the topic.  

3.3 Case studies. 

   Figure 2 shows comparisons between vertical profiles of 𝜀𝐿𝑄7 using expression (3) with 𝐿𝐶 =

75 𝑚 (red lines: from routine 10-min averaged data, green lines: from raw spectra using an 

independent algorithm used for MU radar data) and 𝜀𝑈𝐴𝑉 (blue lines: UAV ascents, black lines: 

UAV descents) for three consecutive UAV flights (called DH62, 63, 64) during a Convective 

Boundary Layer (CBL) event. The agreement between 𝜀𝐿𝑄7 and 𝜀𝑈𝐴𝑉 is good in level and shape 

in the CBL and is also significant above CBL: 𝜀𝐿𝑄7 is not defined when 𝜀𝑈𝐴𝑉 is very low and 

is consistent with 𝜀𝑈𝐴𝑉 for thin and isolated layers, e.g. around 2600 m for DH62 and 2300 m 

for DH64. Incidentally, the agreement between two independent algorithms for retrieving 

spectral widths indicates that calculations are reliable.  

 
Figure 2: Comparisons of vertical profiles of  𝜀𝑈𝐴𝑉(blue –ascent- and black –descent- lines), 𝜀𝑅(𝐿𝑄7) (red and green 

lines) obtained from three consecutive UAV flights (DH62, 63 and 64) during ShUREX2017. The red curves were 

obtained from 10-min averaged data and the green curves from processing of the raw spectra used for the MU 

radar. 

   Figure 3 shows  𝜀𝑈𝐴𝑉(blue –descent- and black –ascent- lines), 𝜀𝑅(𝐿𝑄7) (red lines) and 𝜀𝑅(𝑀𝑈) 

(green lines) profiles for one UAV flight (FLT15) during ShUREX2016. The comparisons 

𝜀𝑅(𝐿𝑄7) are absolute because the data were not included in the statistics shown in Fig. 1. 𝜀  is 

maximum around 2700 m where a convective instability likely due to radiative cooling at a 

cloud top occurred (unpublished study). Again, there is a good agreement between the three 

estimates, both in shape and level, except above the altitude of 3000 m where a deep minimum 

of 𝜀𝑈𝐴𝑉 is observed during the descent.  

   The top panel of Figure 4 shows the time-height cross-section of Signal to Noise Ratio (SNR) 

from LQ7 wind profiler at vertical incidence on 18 June 2017 from 13:30 LT to 17:30 LT at a 

time resolution of ~12 sec (every 1 min). The bottom panel shows the corresponding cross-

section of MU radar echo power at vertical incidence in range imaging mode. In the LQ7 wind 

profiler image, there is: (1) a persistent enhanced echo layer (noted TL) around the altitude of 

2000 m whose origin is unclear; (2) a second turbulent layer (noted KHI) due to a KH instability 
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around the altitude of 3500 m; (3) a third turbulent layer (noted MCT) due to a MCT (Mid-level 

Cloud Based instability) around the altitude of 4500 m. TL is not visible in the MU radar image 

due to the presence of stable layers producing stronger echoes at VHF at the bottom of the layer. 

However, the three persistent layers are associated with enhanced MU and LQ7 radar spectral 

width (not shown). The signature of the echoes produced by the UAV (DH35) can be clearly 

seen between 14:40 LT and 15:40 LT, especially in the MU radar image. The altitude of the 

radiosonde launched soon after DH35 versus time is indicated in the bottom panel of Fig. 4. 

DH35 crossed TL twice during the first ascent (~15:00 LT) and the last descent (~15:30 LT), 

and crossed KHI four times, but could not sample MCT. The radiosonde crossed the three layers. 

   The left panel of Figure 5 shows the 𝑅𝑖 profile estimated from radiosonde data at a vertical 

resolution of 20 m. TL, KHI and MCT coincide well with fluctuating and small (<0.25) Ri 

values confirming their turbulent nature. The wind speed profiles measured by the radiosonde 

and the LQ7 wind profiler coincide very well indicating that dynamic conditions similar to 

those observed by the radars and the UAV were met by the radiosonde.  

   The right panel of Figure 5 shows  𝜀𝑈𝐴𝑉(blue –descent- and black –ascent- lines), 𝜀𝑅(𝐿𝑄7) (red 

and green lines) and 𝜀𝑅(𝑀𝑈) (pink lines) profiles using different time averaging methods. They 

agree well on the entire height of observations above the altitude of 2000 m. Therefore, in 

addition to providing good results for CBL (Fig. 2) and cloud top convective instabilities (Fig. 

3), the model (3) also works for convective and shear instabilities in the free atmosphere in 

clear air conditions. The results with the Thorpe method (expression 4) from radiosondes show 

an underestimation by one order of magnitude in KHI and MCT, but the agreement is good in 

TL. The application of the 𝜎𝑡
2 model (2) to KHI and MCT reveals similar dissipation rate values 

to Thorpe's method (not shown). Therefore, good comparisons between Thorpe’s method and 

the WH model, as found by previous studies for MCT layers (e.g. Wilson et al., 2014) do not 

ensure that these formulations are correct.  

 
Figure 3: Comparisons of vertical profiles of  𝜀𝑈𝐴𝑉(blue –descent- and black –ascent- lines), 𝜀𝑅(𝐿𝑄7) (red lines) 

and 𝜀𝑅(𝑀𝑈) (green lines) profiles obtained from FLT15 flight during ShUREX2016. 

 

4. Conclusions. 

   1) The 𝜎3  model of TKE dissipation rate was found to be applicable to both MU radar data 

and to LQ7 wind profiler data collected in routine mode. Therefore, 𝜀  can be a potential 

deliverable of WPR- LQ7 for climatological studies, at least for 𝜀𝑈𝐴𝑉 > 0.1 𝑚𝑊/𝑘𝑔. 2) The 

apparent paradox of the 𝜎𝑡
3  model (i.e. a 𝜎𝑡

3 dependence for conditions subject to a 𝜎𝑡
2 

dependence) may be due to the fact that the WH model is only an asymptotic form of a more 

general expression that mainly includes a Ri dependence. 3) The case studies illustrated the 

good performance of  MU radar and WPR LQ7 for retrieving 𝜀𝑈𝐴𝑉 from convective and shear 
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generated turbulence. The results obtained with Thorpe's method from the balloon data are more 

puzzling and need to be clarified by additional studies. 

 

 
Figure 4:  (Top) Time-height cross-section of Signal to Noise Ratio (SNR) from LQ7 wind profiler at vertical 

incidence on 18 June 2017 from 13:30 LT to 17:30 LT at a time resolution of ~12 sec (every 1 min). (Bottom) the 

corresponding cross-section of MU radar echo power at vertical incidence in range imaging mode.  

 
Figure 5: (Left) Richardson number profile estimated at a vertical resolution from the radiosonde data and wind 

profile measured by LQ7 wind profiler (red) and the radiosonde (cyan). (Right)  𝜀𝑈𝐴𝑉(blue –descent- and black –

ascent- lines), 𝜀𝑅(𝐿𝑄7) (red and green lines) and 𝜀𝑅(𝑀𝑈) (pink lines) profiles using different time averaging methods. 

The results obtained with Thorpe's method are represented by the cyan colored segments. 
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衛星回線における降雨減衰量と雨域移動速度の関係 

 

前川泰之・柴垣佳明 (大阪電気通信大学) 

 

１．はじめに 

近年衛星通信や衛星放送に対して、Ku 帯(14/12GHz)やさらに高い Ka 帯（30/20GHz）の利用が進

んでおり、そのためにはこれらの周波数帯で大きくなる降雨減衰の発生時間率を正しく評価する必要が

ある[1]-[3]。降雨減衰予測に対しては、降雨強度累積時間率0.01％値から求める方法が ITU-R勧告等

で通常用いられるが[4]、衛星回線では地上の降雨強度のみならず、上空の降雨高度の変化に伴う雨域

等価通路長の変動にも注意する必要がある。 

大阪電気通信大学では、Ka 帯通信衛星電波（19.45 GHz、右旋偏波、仰角 49.5°：以下 CS と称す）

に加えて、Ku帯放送衛星電波（11.84 GHz、右旋偏波、仰角41.3°：以下BSと称す）の降雨減衰を過去

３２年間（1988－2019）本学の寝屋川実験局で１分降雨強度とともに連続的に長期間測定を行った。そ

して、これらのデータに長期にわたって見られる雨域等価通路長の統計的な変動について研究を行って

きた[5]。前回の報告では台風等の熱帯性降雨が降雨減衰特性に及ぼす影響に着目し、台風接近時に

特徴的に現れる雨域等価通路長の変動について、台風の通過方向に伴う風向の変化の観点から検討を

加えた[6]。今回さらに台風以外の、寒冷前線、温暖前線、停滞前線等による降雨についても、アメダスに

よる地上風速に加えて上空の雨域移動に伴う上層風の効果を考慮することで、雨域等価通路長等の降

雨減衰特性に対する影響を調査したので報告する。 
 

２．地上風速および雨域移動速度との関係 

本章では最初に、2002 年から 2014 年の間に測定された BS 電波降雨減衰の降雨事象毎における雨

域等価通路長と、アメダスによる地上風速およびBS電波３地点観測による雨域移動速度との関係を調査

した。まず図１は(a)枚方アメダスによる地上風速[7]と(b)大阪電気通信大学寝屋川学舎（寝屋川市）、京

都大学生存圏研究所（宇治市）、および信楽 MU 観測所（甲賀市）での BS 電波３地点観測[8]より推定さ

れた雨域移動にともなう上層風の分布を示す。 
 

(a)                                      (b) 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図１． 2002 年から 2014 年の間に測定された(a)枚方アメダスによる地上風速と(b)BS 電波３地点観測に

よる雨域移動速度。 
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図１(a)より地上アメダスによる風速は、台風以外のこられの前線通過時は概して５m/s 以下と小さく、風

向としては淀川に沿った大阪平野に対して北東および南西方向が多いことが分かる[9]。一方図１(b)より、

BS 電波３地点観測による上層の雨域移動速度は数 m/s から 30 m/s までの広い範囲に分布し、風向は

東向き成分が多いことが分かる。 
次に、図２に BS 電波の降雨減衰の雨域等価通路長と、(a)アメダスによる地上風速の風向、および

(b)BS 電波３地点観測による雨域移動速度の風向との関係を示す。風向は北向きを 0°として、時計回り

で示す。また図中の点線は、BS 電波の方位角方向(220.1°)とその反対方向(40.1°)をそれぞれ示す。 
図２より、雨域等価通路長はアメダスによる地上風速と BS 電波３地点観測による上層の雨域移動速度

のいずれとも明らかな関連性を示さず、台風通過時の様に[6]、風向がBS電波の方位角方向に近づくほ

ど増大するという傾向は存在しない。なお雨域等価通路長は統計的な精度を上げるため、降雨強度が

15mm/h 以上で 30 分以上継続した降雨事象について求めてある。 
 

(a)                                       (b) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．(a)アメダスによる地上風速の風向、および(b)BS 電波３地点観測による雨域移動速度の風向と、

BS 電波の降雨減衰の雨域等価通路長の関係。 
 
さらに図３は、(a)地上アメダスによる風速と(b)BS 電波３地点観測による上層の雨域移動速度を BS 電

波の方位角方向成分に投影して雨域等価通路長と比較した結果をそれぞれ示す。図中の実線および点

線のカーブは降雨高度を３～７km、雨滴の落下速度を６m/s と仮定した場合に、衛星電波到来方向に

おいて風速による雨滴の水平方向の移流を考慮して雨域等価通路長を推定した計算値である[6]。 
 

(a)                                       (b) 
 

 

 

 

 

 

 

 

図３．(a)アメダスによる地上風速、および(b)BS電波３地点観測による雨域移動速度のBS電波伝搬路方

向成分と、降雨減衰の雨域等価通路長の関係。 
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図３(a)より、アメダスによる地上風速の衛星電波伝搬路に沿った成分は±５m/s 以下であり、雨域等価

通路長の増減に対する影響は明らかに認められない。一方、図３(b)より、BS 電波３地点観測による雨域

移動速度の衛星電波伝搬路に沿った成分は５m/s から‐25m/s に達して BS 電波の到来方向の逆向き

（北東方向）に増大するが、それに応じた雨域等価通路長の増大はやはり認められない。つまり、衛星伝

搬路に対する影響に関しては、地上風速は過小評価であるのに対し、上層の雨域移動では過大評価に

なることを意味すると言える。 
 
３．地上風速と雨域移動速度の平均値との関係 

前章の結果から、地上風速は電波伝搬路への影響に関しては値が小さく、雨域移動速度による上層

風は値が大きすぎることが示唆されたので、本章では、それらの中間の高度における水平風速の影響に

ついて考察する。一般に地上から上空に向かういわゆる「境界層」では風速が上昇することが知られてお

り、このことは本学における降雨減衰測定時においても、京都大学の信楽 MU レーダーよる上層風の同

時観測で確認されている[10]。ここではそれらの観測結果に基づき、簡単な一次近似により、地上風速と

雨域移動速度による上層風の「平均値」を用いて、伝搬路に対する風速の影響を評価する。 
図４は地上風速と雨域移動速度の平均値の衛星伝搬路方向成分と雨域等価通路長の関係を示す。こ

こで風速の平均は風向を含めてベクトル的に行っている。また実線および点線によるカーブは、同様に

雨滴の水平移流を考慮して雨域等価通路長を推定した計算値を示す。 
図４より地上風速と雨域移動速度の平均値を用いると、雨域等価通路長の測定値と計算値は降雨高

度が３～７km の場合に対して良い一致を示すことが分かる。従って、一次近似ではあるが地上風速と高

度約４km 付近の雨域移動速度による上層風から推定した高度約２km 付近の境界層に相当する風速を

用いて、伝搬路への影響に関する計算を行うことの妥当性が示されたと言える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．アメダスによる地上風速と BS 電波３地点観測による雨域移動速度の平均値の BS 電波伝搬路方向

成分と、降雨減衰の雨域等価通路長の関係。 
 
同様に、図５(a)は JCSAT-3（SKP、方位角 193.2°）および(b)は Superbird-C（SBC、方位角

165.5°）の Ku 帯電波の降雨減衰を 2004 年から 2014 年の間に大阪電気通信大学の測定した値

から算出した雨域等価通路長と、地上風速と雨域移動速度の平均値の衛星伝搬路方向成分との関係

を示す。図５より、この様に電波到来方向の方位角が異なる他の衛星伝搬路に対しても、同時期に観測さ

れた降雨事象毎の雨域等価通路長の測定値と図中に実線と点線で示した計算値の間には良い一致が

存在することが分かる。またこれらの衛星の雨域等価通路長はそれぞれの電波到来方向の方位角に地

上風速と雨域移動速度の平均値が一致するときに、やはり最大となることが示されている。 
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(a)                                       (b) 
 
 
 
 
 
 
 

図５．(a) JCSAT-3 および(b) Superbird-C の雨域等価通路長と、アメダスによる地上風速と BS
電波３地点観測による雨域移動速度の平均値の各電波伝搬路方向成分の関係。 
 
４．雨域等価通路長の長期統計との関係 

最後に本章では、BS と CS のそれぞれ 1988～2019 年および 1986～2006 年にわたる長期観測

データを用いて、各種前線について雨域等価通路長に対する上空の風速の影響を検討した。図６

(a)に BS 電波、(b)に CS 電波に関する測定結果を示す。雨域等価通路長については、さらに統計

的な精度を上げるため、20mm/h 以上の降雨強度が 60 分（１時間）以上続いた降雨事象を選んで

ある。また、雨域移動速度に関しては天気図から読み取った前線や低気圧の移動速度をもちいて

上層風を推定し、地上風速との平均を行った。寒冷前線や温暖前線は前線の通過速度、停滞前線

やその他の降雨事象は低気圧中心の移動速度を用いた。 
 
(a)                                       (b) 
 
 
 
 
 
 
 
図６．(a)BS と(b)CS の長期観測データを用いた上空の風速の伝搬路方向成分と雨域等価通路長の

関係。 
 
図６より BS 電波と CS 電波の雨域等価通路長はいずれも上空の風速の電波路方向成分の影響

を計算値に従って受けていることが分かる。また 2006 年までの CS 電波の雨域等価通路長の測定

値はそれ以降の測定値も含む BS 電波の値に比べて概して短いことが示される。 
そこで雨域等価通路長の長期的な変動特性を明らかにするため、図 6(a)の BS 電波の雨域等価

通路長の測定値 𝐿𝐿𝑣𝑣 に対し、図中の実線と点線で示される降雨高度 𝐻𝐻 の算出を逆に行った。そし

て BS の衛星仰角𝜙𝜙 = 41.3°を用いて、𝐿𝐿 = 𝐻𝐻/sin𝜙𝜙 により水平風速の影響を受けない本来の傾斜伝

搬路長の導出を試みた[11]。この様にして得られた雨域等価通路長の測定値 𝐿𝐿𝑣𝑣と本来の傾斜伝搬

路長 𝐿𝐿 の長期的な分布と変動を図７(a)、(b)にそれぞれ示す。いずれも 2006 年を境に増加がみ

られる。 
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(a) 
 
 
 
 
 
 
(b) 
 
 
 
 

 

 
図７．1988 年から 2019 年までの長期にわたって降雨事象毎に得られた BS 電波の(a)雨域等価通路長と

(b)水平風の影響を取り除いた傾斜伝搬路長。 
 
ここで降雨高度 𝐻𝐻 はほぼ 0℃高度に相当し、地上気温 𝑇𝑇 とほぼ 𝐻𝐻 ≈ 𝑇𝑇/6 の関係にあるので、傾斜伝

搬路長は地上気温により、𝐿𝐿 = 𝐻𝐻/sin41.3° ≈ 0.3𝑇𝑇 [km]  と近似される。図８に、(a)寒冷前線と(b)停滞前

線の場合の降雨事象毎の傾斜伝搬路長の計算値と地上気温の平均値の関係を、それぞれ示す。図

中の点線は地上気温により傾斜伝搬路長の推定値である。また測定点は 2006 年以前（×印）と

それ以降（○印）で区別してある。図８より、寒冷前線と停滞前線のいずれの場合も、2006 年以

前には傾斜伝搬路長は地上気温による推定値をほとんどが下回るものの、2006 年以降には地上気

温による推定値を上回るものもあることが示される。 
 
(a)                                     (b) 
 
 
 
 
 
 
 
図８．(a)寒冷前線と(b)停滞前線の場合の傾斜伝搬路長の計算値と地上気温の関係。 
 
そこでその割合を明らかにするために、図９に傾斜伝搬路長の計算値をその時の地上気温によ

る予測値で規格化を行い、その比率の分布を(a)寒冷前線と(b)停滞前線による降雨事象別に示す。

図９より、いずれの前線も 2006 年以前には傾斜伝搬路長で示される雨域は 0℃高度のほぼ 70％
に収まっていたものが、2006 年以降には雨域は 0℃高度の 90％程度にまで平均として達するよう

になり、かなりの割合で 100％を超える降雨事象も現れてくることが分かる。この傾向は寒冷前

線で特に著しく、対流性降雨の増加に関連するものと言える。 
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(a)                                   (b) 
 
 
 
 
 
 
 
図８．(a)寒冷前線と(b)停滞前線における地上気温の予測値で規格化した傾斜伝搬路長の計算値。 
 
６．おわりに 

1988 年から 2019 年にかけて大阪電気通信大学（大阪府寝屋川市）において３０年間以上にわたって

測定された Ku 帯放送衛星（BS）電波等の降雨減衰データを用いて、台風以外の寒冷前線や停滞前線

による降雨事象に対する上空の水平風速が等価通路長に影響について検証した。また、水平風速の影

響を除いた傾斜伝搬路長と地上気温から推定される降雨高度の関係について検証し、2006年以降に雨

域が占める割合が著しく増大していることを指摘した。 
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インドネシアにおけるライダーを用いた煙霧観測手法の検討  

柴田泰邦 , Isam Ebisawa KUSWAN, 阿保  真  

東京都立大学  

 
1. はじめに  
 近年、インドネシアでは野焼きによる森林火災や泥炭地火災から煙霧が多く発生しており、国際問題にま

で発展している。煙霧によって航空便の運休や、学校の臨時休校などの影響が出ており、さらに大気汚染の

悪化から、短期的または長期的に人体に健康被害を与える。煙霧の広がりを粒跡線解析によって推定する研

究 1)や、衛星観測によってホットスポットの特定や煙霧の広がりが広域観測されている 2,3)。しかし、衛星観

測は熱帯特有の雲の多さによって観測頻度が十分ではない。そこで我々は、インドネシア・Kototabang に既

設のミーライダーを改良し、地上から煙霧を観測することにより衛星観測や粒跡線解析の補完を行う方法を

検討している。ミーライダーは上空の雲やエアロゾルの分布を容易に観測できるが、視程が数百 m 程度にも

なる濃い煙霧を地上から正確に測定するためには、様々な工夫を必要とする。  
 
2. 煙霧観測に特化した偏光ライダーの検討  

ライダーはレーザー光と受信鏡視野が完全に重なる高度（重なり関数 O(z) = 1）より手前の大気情報を得

ることが困難である。そこで、送受信を近接させるか、同軸にすることで低高度から O(z) を 1 にする手法が

一般的である。Kototabang のライダー観測施設の屋根には天窓（50×50 cm）が 1.8m 間隔で 3 か所設置され

ている。現在は、対流圏及び成層圏の雲・エアロゾルを観測するために、波長 532nm, 出力 10mJ の Nd:YAG
レーザーと口径 35cm の望遠鏡を用い、隣り合う天窓を送信用と受信用に分けている 4)。煙霧観測を地上から

行う場合、同じ天窓を送受信に使って送受信を 10cm まで近接させる。現状と煙霧観測用の重なり関数 O(z)
の計算結果を図 1 に示す。ここで Φ は受信鏡の視野角、θ はレーザー光の広がり角、δ はレーザーと受信鏡

の視野角との傾斜角である。過去のミーライダー観測から、煙霧は地上から概ね高さ 2km 付近まで達するこ

とが分かっている。現状は、高度 1km 程度でレーザーと受信鏡の視野が重なりはじめ、高度 2 ㎞程度で完全

に重なっており、煙霧を観測することはできない。これに対し、煙霧用の配置では、高度 80m からレーザー

光と受信鏡の視野が重なりはじめ、高度 150m 程度で O(z)が 1 となり送受信が完全に重なる。  
図 2 に煙霧観測に特化した偏光ライダーシステムの計画図を示す。光源のレーザーは既設のものを使い、

受信系を新たに増設する。ライダー信号は距離の 2 乗に反比例するので、近距離からの受信信号は非常に強

くなる。そこで、受信信号を 90% : 10% に分け、ダイナミックレンジを広く取る。90%系統は主に高さ 500m
以上を、10%系統は高さ 500m 以下を観測する。また、Kototabang のライダー観測所では明け方に霧が発生す

ることがある。そこで、受信系に偏光チャンネルを付加することで球形粒子（霧、雨）と非球形粒子（煙霧）

を区別する。  
 

      

図 1 現状のミーライダーの重なり関数と煙霧用    図 2 煙霧観測に特化した偏光ライダーの計画図  

ライダーの重なり関数  
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3．信号解析手法の検討  
 ミ ー 散 乱 ラ イ ダ ー の 信 号 解 析 手 法 に は 一 般 的 に

Forward インバージョン法と Klett インバージョン法の 2
種類がある 5,6)。Forward インバージョン法は近距離に境

界条件を置いて遠方へ積分する方法である。Klett インバ

ージョン法は境界条件を遠方において手前に積分する方

法である。通常のライダー観測は主に高高度の有効な観

測データがあるため、Klett インバージョン法のような遠

方に境界条件を置くことが可能である。しかし、本研究で

は煙霧を対象とするため、SN が悪い高高度のデータを用

いる Klett インバージョン法は不利であると推測できる。

図 3 に地上から高度 2km まで煙霧を仮定した大気モデル

を用い、Forward インバージョン法と Klett インバージョ

ン法による消散係数をシミュレーションした結果を示

す。ここで Forward インバージョン法の境界高度を 200 m
とし ,モデルと同じ消散係数を初期値として与えた。Klett
インバージョン法の境界高度は遠方の 3000 m とし、エア

ロゾルフリー（大気分子のみ）の消散係数を初期値として

与えた。Klett インバージョン法では消散係数の初期値が

正しく与えられていないため、モデルに対して大きく誤

差が出る。一方、Forward インバージョン法は初期値が正

確なので、煙霧を正確に再現できている。実際のライダー

観測では、地上の消散係数を視程計により計測し、Forward インバージョン法の初期値として利用する予定

である。  
 

4．まとめ  
インドネシア・Kototabang に既設のミーライダーに、煙霧を観測するための受信系を新たに増設する計画

について報告した。送受信に同じ天窓を使うことで、高さ 150m 付近からライダー信号を得ることができる。

また、偏光チャンネルを付加することで霧と煙霧を区別する。Forward インバージョン法によるライダー信

号解析では地上付近の消散係数が必要となるので、視程計を設置する予定である。  
 
 
参考文献  
1) N. H. Hanafi, M. H. Hassim, Z. Z. Noor: J. Eng. Technol. Sci., 50 (2018) 818. 
2) I. S. Sitanggang, A. D. Asti, L. Syaufina, H. Khotimah: In 2017 International Conference on Electrical Engineering 

and Computer Science (ICECOS) (2017) 149. 
3) N. A. A. Abd Latiff, T. Machimura: Int. J. GEOMATE, 14 (2017) 15. 
4) 阿保真 , 長澤親生 , 柴田泰邦：日本リモートセンシング学会誌  26 (2006) 45. 
5) F. G. Fernald, B. M. Herman, J. A. Reagan: J. Appl. Meteorol., 11 (1972) 482. 
6) J. D. Klett: Appl. Opt., 20 (1981) 211. 

 

図 3  Forward インバージョン法と Klett イ

ンバージョン法による煙霧モデルシミュレー

ション結果  
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衛星ビーコン観測による 
スポラディックE層の構造の研究
髙橋透1, 斎藤享1
1. 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 電子航法研究所

Ionospheric Irregularity at Polar Region

Hosokawa et al., 2016

Auroral Particle Precipitation

•衛星通信の障害となる電離圏イレギュラリ
ティは電離圏の密度勾配、シア、オーロラ
粒子の降り込み（極域）など様々な原因で
生成される。 

•ポーラーパッチの後縁では数100 kmから数
10 kmスケールのイレギュラリティがカメ
ラによって観測(Hosokawa et al, 2016)。 

•オーロラの粒子降下の構造によって直接的
に10数 kmスケールのイレギュラリティが
生成(Kelly et al., 1982; LabBell and 
Kintner, 1989)。
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Moen et al., GRL, 2012

• kmスケールのイレギュラリティはmスケールのイレギュラリ
ティの生成に寄与しているのではないか？(Moen et al., GRL 
2012) 

•磁力線を介したE-F領域のカップリングにより、イレギュラ
リティの振幅が小さい領域の下部のE層で電気伝導度の上昇
が観測された。これは、E-F層カップリングによるShort 
CircuitでF層のイレギュラリティの成長が抑制されたことが
示唆される。(Takahashi et al., Submitted to JGR, 2021) 

•複数のスケールのイレギュラリティを同時に観測する必要が
ある。（マルチスケール観測）

Ionospheric Irregularity at Polar Region

Multi-scale Observation

80 km

500 km
~~

高度

電離圏擾乱

VHFシンチレーション
観測機

GPSシンチレーション
観測機

VHF帯 GHz帯

短波レーダー

1 km
ス
ケ
ー
ル

100 m
ス
ケ
ー
ル

10 mスケール（反射波）

HF帯（送信波）

•ソフトウェア受信機を用いて衛星Beacon（150, 400 MHz）を受信
し、電離圏全電子数及び、シンチレーションの観測がされてきた
(Yamamoto, 2008)。 

•ソフトウェア受信機で1 kmスケールのシンチレーションを観測し、
既存のGPS受信機で観測された数100 mスケールのシンチレーショ
ンと比較することで、イレギュラリティの発生メカニズム特に、スケ
ールごとの発生特性を明らかにする。 

•ソフトウェア受信機を低緯度から高緯度に設置し、それぞれの緯度帯
におけるイレギュラリティの発生特性を調査する。 

•所期の目的としてはシンチレーションの発生率の高い極域（スピッツ
ベルゲン）または石垣島に設置する予定であった。現在は調布で開発
を行っている。 

•調布でスポラディックE層によるシンチレーションをターゲットとし
て観測を開始した。

科研費若手研究課題 
衛星測位精度改善に向けた電離圏擾乱の発生予測：
マルチスケール観測の実現
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Scintillation of VHF satellite signal

Maruyama, Radio Sci., 1991F Saito et al., ION GNSS+ 2020, 2020

•ROTI mapでEs層の水平伝搬速度が導出される。TECと比較することでEs層の空間構造が見積もられる。これによ
り、衛星シグナルがEs層に対してどのように交差したかわかる。 

•ソフトウェア受信機で観測されたシンチレーションとROTI mapを比較する。

For

Beacon Receiver

Synthesizer

BPF

BPF

Amp 
28 dB

Amp 
28 dB

Mixer

Combiner
Amp 
28 dB

QFH-2B

150 MHz

400 MHz

250 MHz 10 MHz
PC

Ethernet

150 M
H
z

BPF
LNA 
18 dB

•GRBR-2 (Yamamoto et al., ICGPSRO 2020, 2020)を基本設計とした。 
•2021年8月4日から150 MHz帯の衛星ビーコンの受信を開始。 
•DMSP-F15及びZhanzheng-1からの信号を受信。 
•8月24日から400 MHz帯の受信を開始。

USRP N210

WBX
RF IN

Clock IN
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Beacon Receiver

QFH-2B@Nov. 6 building of ENRI, Chofu

Synthesizer

MixerPC

USRP N210

AmpBPF

LNA

Combiner

Case Study on 14 Aug. 2021

•8月14日にZhagzheng-1が5:26:15 UTから5:37:20 UTにかけてENRI上空を通過した。この衛星は仰
角36度まで登った。 
•この中で200 sから500 sで信号が観測された。
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Case Study on 14 Aug. 2021
•220-260 sでシンチレーションと考えられる
振幅の変動を観測。 
•ROTI mapと比較

220 s 
5:30:05

240 s 
5:30:45

Es Layer

Beacon Data and ROTI Map

振幅の揺らぎが 
観測された時間帯

Es

North

WestEast

South

Az~20度に煙突
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Problems to be Solved
受信できている衛星数が少ない。

信号が途中から受信され始める。

400 MHz帯が受信できていない。

　現在、調布で観測できているのはDMSP-F15とZhangzheng-1の
みである。時折、他の衛星（狙っていない）から放送されていると
思われる信号を受信することがあるので、おそらく信号を出してい
る衛星は他にもいるのではないか。また、NOAA衛星の受信にも挑
戦する予定である。

　信号が途中（天頂付近）から受信され始める。または、反対に天
頂付近で信号が受信できなくなることがある。おそらく信号処理に
原因があると思われるが、今のところ不明。

Signal Generatorで信号を入力するとUSRPで受信できる。しか
し、実際に衛星からの信号を受信できたことは今の所ない。

Summary
•GPS受信機とソフトウェア受信機を組み合わせたマルチスケール観測を低緯度から高緯度で行い、それぞれの緯
度帯におけるイレギュラリティーのスケールごとの発達を調査し、その発生メカニズムと発生予測が行えるよう
になることを目的としている。 

•マルチスケール観測は低緯度から高緯度で行う予定であり、現在、石垣島、ロングイヤビンに設置することを予
定している。 

•2021年8月4日から中緯度に位置する調布ではEs層によるシンチレーションをターゲットとしてテスト観測
（150 MHzのみ）を実施した。DMSP-F15とZhngzheng-1からの信号を受信した。8月24日以降から400 
MHz帯の受信実験も行なっている。 

•8月14日にZhangzheng-1の信号強度にシンチレーションと思われる揺らぎを観測した。ROTI mapではEs層
が観測されていたものの、衛星信号のIPPとEs層の位置が一致せず、Es層からの影響ではなく何らか他の影響に
よるものと考えられる。（調布におけるマルチパスの条件を見積もる必要がある。）
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赤道プラズマバブルに繋がりうる電離圏
の長波長変動の観測

京都大学生存圏研究所
寺田一生 山本衛

1

目次

研究の背景と目的
絶対TECを算出するためのバイアス推定手法
LSWSの構造について
まとめと課題

2

目次

研究の背景と目的
絶対TECを算出するためのバイアス推定手法
LSWSの構造について
まとめと課題

3

研究の背景と目的

東南アジアなどの赤道付近の電離圏では、
春分や秋分の日没直後にプラズマバブルがよく発生する

プラズマバブルの前兆と考えられる、
東西方向の波長100km～1000kmの電子密度の揺らぎ
があり、
これをLSWS(Large Scale Wave Structure)と呼ぶ

4

プラズマバブル発生の様子(シミュレーション)
Yokoyama et al.(2014)

電離層の東西方向断面図

研究の背景と目的

先行研究では、
ある地点を約90分に1度観測できるC/NOFS衛星(1機)を用いて、LSWSを捉え、LSWSとプラズマバブル
の相関が示された

本研究では、
C/NOFS衛星よりも観測頻度が高くなる(約15分に1度)、
6機編隊のCOSMIC-2衛星を用いて、
より時間的に密に東南アジア域を観測することでLSWSの時空間的構造をより明らかにしたい

5

ビーコン衛星と観測地

COSMIC-2
軌道傾斜角：24度
機体数：6機

2019年6月に打ち上げ
はじめは6機まとめて打ち上げられ、
徐々に等間隔になるように軌道修正

6

観測地
バンコク(BKK)
チュンポン(CPN)
ホーチミン(HCM)

CPN

BKK

HCM
COSMIC-2
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目次

研究の背景と目的
絶対TECを算出するためのバイアス推定手法
LSWSの構造について
まとめと課題

7

相対TECと絶対TEC

人工衛星

受信機

電離圏

TEC: Total Electron Content

:  絶対TEC
: 観測したTEC
:  計器バイアスを打ち消すバイアス
:  天頂角

8

相対TEC

絶
対
TE
C 350km

バイアス推定手法(１観測点法)

1観測点法

を 、 を としてプロット

9

傾きが一定でなく、
を決められない

バイアス推定(１観測点法)

人工衛星

受信機

電離圏

各小区間で絶対TECが一定と仮定できる

10

バイアス推定手法(１観測点法)

1観測点法

を 、 を としてプロット

[T
EC
u]

いくつかの
小区間に分ける

11

バイアス推定手法(１観測点法)

1観測点法

を 、 を としてプロット

[T
EC
u]

いくつかの
小区間に分ける

12
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バイアス推定手法(２観測点法)

２観測点法

受信機2受信機1

= 

電離圏

人工衛星

13

バイアス推定手法(２観測点法)

２観測点法
各受信点で１観測点法をし、バイアス , を仮決定する。
それぞれのバイアスを TECuで全探索し、バイアスを本決定する。

[T
EC

u]

各整数経度における
の差の絶対値をとり、その
平均が最小になるようにバ
イアスを選ぶ

受信点１の

受信点２の

14

バイアス推定手法(２観測点法)

２観測点法

[T
EC

u]

受信点１の

受信点２の

この時のバイアスで決定

15

各整数経度における
の差の絶対値をとり、その
平均が最小になるようにバ
イアスを選ぶ

各受信点で１観測点法をし、バイアス , を仮決定する。
それぞれのバイアスを TECuで全探索し、バイアスを本決定する。

バイアス推定結果

バイアス推定ができ左図のように
絶対TECの経度分布を求めること
ができた。

16

2019年10月19日
現地時間午前10時くらい

2020年2月平均TEC図

17

2観測点法のデータ数

18

2020年2月に、バンコクで観測されたのは727衛星パス
その中で、ホーチミンとの2観測点法でバイアス推定し、絶対TECが算出できたものは481衛星パス

246衛星パスは使われていない
→ もったいない
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2観測点法のデータ数

19

2020年2月に、バンコクで観測されたのは727衛星パス
その中で、ホーチミンとの2観測点法でバイアス推定し、絶対TECが算出できたものは481衛星パス

246衛星パスは使われていない
→ もったいない

同じ時刻のTECは日によってそんなに変わらない
月の平均TECが求められているので、
それを用いてバイアス推定する。

平均値との2観測点法のような手法

19

2観測点法のデータ数

20

バンコクの全衛星パス(2020/2) 727衛星パス

2観測点法 481衛星パス

TEC平均値から 203衛星パス

Error 43衛星パス

絶対TECが算出できた衛星パスが94パーセントになって
データ数が大きく増えた

目次

研究の背景と目的
絶対TECを算出するためのバイアス推定手法
LSWSの構造について
まとめと課題

21

先行研究と本研究

22

C/NOFS COSMIC-2

13 24

1 6

90 1 15 1

先行研究と本研究(1)

23

(Tulasi 2011)

LSWS

本研究のLSWS

24
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2 3
08:45:39UT

800km
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先行研究と本研究(2)

25

(Tulasi 2013)

LSWS 1

( )
( )

LSWSの1日を通した変動(2020年2月3日)

26

2020年2月3日

1500 1TECu

15
18

3 9
20 1

LSWSの1日を通した変動(2020年2月12日)

27

2020年2月12日

1500 1TECu

10
13

目次

研究の背景と目的
絶対TECを算出するためのバイアス推定手法
LSWSの構造について
まとめと課題

28

まとめと課題

29

・まとめ
COSMIC-2衛星の観測TECからバイアス推定し、絶対TECを算出した
絶対TECからLSWSを観測できた
衛星が観測できた時間帯は20分に一度程度の頻度でLSWSが観測できた

・絶対TEC算出の課題
2観測点でマッチングするパスのみ絶対TECが求められるため
使われない(マッチングできなかった)衛星パスデータが多く存在する
→TEC平均値を用いた手法で一応解決

・LSWS観測の課題
窓関数などのパラメータなどの検討
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観測ロケット搭載用の 2 周波ビーコン送信機とアンテナの開発 

山本衛・黒川浩規(京大 RISH) 
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⾼知市における⾬滴粒度分布の特徴
及びウインドプロファイラとの⽐較

*中 陽（⾼知⼤院）・村⽥ ⽂絵（⾼知⼤理⼯）

はじめに
⾬滴粒度分布（DSD：Drop Size Distribution）
単位体積中に存在する⾬滴の粒径ごとの⾬滴数濃度
→ある⼤きさの⾬粒がどれくらい存在するかを⽰す

𝑵 𝑫 ൌ 𝑵𝟎𝑫𝝁𝒆𝒙𝒑 െ𝚲𝑫
𝑵𝟎(㎜ିଵmିଷ)：分布曲線の切⽚パラメータ
𝚲(㎜ିଵ)：傾きパラメータ
𝑫(㎜)：⾬粒の粒径
𝝁：形状パラメータ

（Ulbrich 1983より)

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 2

⾬滴粒度分布を知る意味
•レーダー降⽔強度推定の精度向上

レーダー反射因⼦…粒径Dの6乗の和に⽐例
降⽔強度…粒径Dの3乗の和に⽐例

•豪⾬の形成過程を知る⼿がかり
雲微物理過程の最終的なもの＝⾬滴粒度分布

→雲内の構造を知るために必要

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 3

学部卒論の要約
⾼知市五台⼭にOTT社の⾬滴粒度分布計Parsivel2を設置し
2016~2018の三年間の観測データを以下の3点で分類し解析
・降⽔強度
・気象庁全国合成レーダーより降⾬頂⾼度のデータ

（降⽔雲の特徴として使⽤）
・季節

融解層の有無による⾬滴の⽣成過程の違いによって、
DSDの特徴に違いが⽣まれるのではないか

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 4

⾬滴粒度分布の特徴を表すパラメータ

• 粒径分布の中⼼値：𝐷୫ ൌ
∑ 

రே  ∆
యమ
సభ

∑ 
యே  ∆

యమ
సభ

(㎜)

• ⼀般化切⽚パラメータ： 𝑁୵ ൌ ସర

గఘ౭

ௐ

ౣ
ర (㎜ିଵmିଷ)

（Bringi 2003 より）
𝜌୵：⽔の密度、𝑊：雲⽔量

雨滴粒度分布：𝑁 𝐷 ＝
𝑛

𝐴 · ∆𝑡 · 𝑉 · ∆𝐷

ଷଶ

୨ୀଵ

𝑛：各クラスi, jに対応する⾬滴数
A：観測領域
∆𝑡：時間分解能（1分）
𝑉：速度クラスjの速さ
∆𝐷：粒径クラスiのクラス間隔

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 5

結果
(１)降⽔強度ごと

5㎜/h未満、5〜10㎜/h、
10〜15㎜/h、15㎜/h以上

(２)降⾬頂⾼度ごと
0㎞、0〜2㎞、2〜4㎞、
4〜6㎞、6〜8㎞、8〜10㎞

(３)季節ごと
春：3⽉〜5⽉、夏：6⽉〜8⽉、秋：9⽉〜11⽉、冬：12⽉〜2⽉

lo
g ଵ


𝑁
୵

𝐷୫(㎜)

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 6
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(１)降⽔強度ごと

0〜5㎜/h 5〜10㎜/h 10〜15㎜/h 15㎜/h〜

⼩ 粒径 ⼤ ⼩ 粒径 ⼤⼩ 粒径 ⼤⼩ 粒径 ⼤

⾬
滴
数

落
下
速
度

降⽔強度が強くなると粒径の⼤きな⾬粒が出現、２つのピークへ

強弱 降⽔強度

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 7

(２)降⾬頂⾼度ごと

0~2km 2~4km

4~6km 6~8km

0km

8~10km

融解層（0℃層）
…春-秋の平均的な

⾼度4~5㎞とする

融解層より下
（背の低い雲）

融解層より上
（背の⾼い雲）

背が⾼くなる→⾬滴数が減少、⼤きい⾬滴が存在、強い降⽔の増加

lo
g ଵ


𝑁
୵

lo
g ଵ


𝑁
୵

𝐷୫(㎜) 𝐷୫(㎜) 𝐷୫(㎜)

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 8

考察 ー⾬滴の⽣成過程ー

⾬滴の⽣成過程
冷たい⾬過程（融解層より上）暖かい⾬過程（融解層なし）

降⾬頂⾼度4㎞未満
・Dmは⼩さい
・Nwは⼤きい
・降⽔強度は弱い

降⾬頂⾼度4㎞以上
・Dmは⼤きい
・Nwは⼩さい
・降⽔強度は強い

降⾬頂⾼度ごとの結果

融解層の有無
→降⽔強度が強い場合での2つの⾬滴数ピークの原因か

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 9

本研究の⽬的
卒論

融解層の有無→DSDの特徴に影響を及ぼす？
問題点：融解層を4㎞と決めて解析

→融解層の定義が必要

本研究の⽬的
ウインドプロファイラの鉛直流を⽤いて融解層を定義し、
融解層の有無によるDSDの特徴の違いを得る

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 10

鉛直流速

⾼度間の流速差

融解層の判断
融解層の判断
…⾼知ウインドプロファイラの

鉛直流を使⽤

鉛直流速≈⾬滴の落下速度
急に加速＋持続的なもの

→①融解層を伴う層状性降⽔
（図中の⾚丸）

全体…4㎞前後、11~3⽉…2㎞前後も判断 2016年6⽉16⽇の例
第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 11

暖かい⾬の判断

・低い⾼度（融解層⾼度より下）から
降⽔開始

・融解層より上で負の鉛直流速がない
（＝融解層より下で⾬滴⽣成）

→②暖かい⾬（図中の⾚丸）

鉛直流速

⾼度間の流速差

2016年9⽉8⽇の例
第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 12
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DSDの抽出

対象期間：2016年の1年間

①融解層を伴う層状性降⽔
②暖かい⾬

各時間帯に対応するDSDを抽出
→ Dm、Nwを算出

① ②鉛直流速

⾼度間の流速差

DSD

鉛直流速

⾼度間の流速差

DSD

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 13
2016年9⽉8⽇の例2016年6⽉16⽇の例

分類結果
⻘：分類されなかった観測データ
⾚：層状性と判断したデータ
緑：暖かい⾬と判断したデータ

層状性：Dmは1~2㎜程度
log10Nwは3.5~4程度

暖かい⾬：Dmは1㎜未満
log10Nwは4〜5程度

卒論とほぼ同様の結果

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 14

暖かい⾬、層状性降⽔を区別した散布図

分類結果の⽐較

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 15

Dolan et al.（2018）より引⽤

暖かい⾬
→ほぼ⼀致

層状性降⽔
→不⼀致

考察
・定性的な判断
・観測地点のずれ
→対流性が混在？
定量的な判断の
必要性

降⽔の前後や途中でみられた現象
融解層のある降⽔の前後や途中

→粒径の⼩さい⾬滴が急に増加

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 16
6/16 6/4 5/25 10/28

例

2016年6⽉16⽇の事例（7時〜17時頃）

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 17

14時頃

14時頃

14時前後での変化
Dm：1~1.5㎜→1㎜未満
log10Nw：4程度未満

→5程度
降⽔強度：同程度か

僅かに強化？

今後、環境場や他事例と
⽐較する必要あり

まとめ
本研究では⾼知市で観測した⾬滴粒度分布を、ウインドプロファイ
ラにて判別した融解層の有無での解析を進めた。
①融解層を伴う層状性降⽔

Dmは1~2㎜程度、log10Nwは3.5~4程度→学部卒論と同様の結果
→定性的な判断や観測地点のずれにより、対流性が混在？
→定量的な判断の模索が必要

②暖かい⾬
Dmは1㎜未満、log10Nwは4〜5程度

→Dolan et al.(2018)や学部卒論と同様の結果

・融解層を含む降⽔の前後、途中に粒径の⼩さい⾬粒が急増
→環境場や他事例との⽐較で要因を追求

第15回MUレーダー・⾚道⼤気レーダーシンポジウム 18
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コトタバンにおける
GPM/DPRと地上観測の降水強度比較

2021年9月10日（金）

島根大学大学院 自然科学研究科 遠隔計測研究室

丸本 将大 下舞豊志

1

研究の背景（1）

・GPMによる降雨観測によって
3時間ごとの全球降水マップが公開されている

・高精度の全球降雨観測が実現している

・より高い時間分解能・空間分解能データへの社会的要求

GSMaP（2021/9/2 17:00~17:59）

2

・さらなる推定精度向上を目的として、DPRのアルゴリズムが
2018年に変更された

・変更にともなう影響について定量的な評価が必要であり
そのための検討が現在も行われている

研究の背景（2）

・GPM/DPR およびディスドロメータによる降水強度の
比較研究例はある

3

先行研究について（1）

DPRによる降水強度の
鉛直プロファイル

降水強度の時系列

雨滴落下速度を仮定

変換

地上での降水強度観測値

一地点におけるGPM/DPRの降水強度プロファイルを
時系列に変換，地上観測機器との比較を行った研究

マッチアップの不確実性を考慮したGPM/DPRとディスドロメータの比較
瀬戸心太 et al. ，日本気象学会 2019 年度春季大会

4

5

クラッタフリーボトム～0 ℃高度
・比較的近い値ではある
・相関があるとは言い難い

マッチアップの不確実性を考慮したGPM/DPRとディスドロメータの比較

瀬戸心太 et al. ，日本気象学会 2019 年度春季大会時間[minute]

降
水

強
度

[m
m

/h
]

1 24

6

0

先行研究について（2）

一地点におけるGPM/DPRの降水強度プロファイルと
地上観測機器との比較を行った研究によると．．．

時間的・空間的に合わせるのが難しい

5

クラッタフリーボトム

2018年5月22日の結果

0 ℃高度

0 1000 2000 3000 4000

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

0 5 10 15

高度 [m]

降
水

強
度

[m
m
/h
]

時間 [minute]

LPM

KuPR

先行研究について（3）

松江市におけるGPM/DPRとディスドロメータの降水強度比較

6
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2014年7月17日の結果
クラッタフリーボトム 0 ℃高度

0 1000 2000 3000 4000 5000

0.0
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降
水

強
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m
/h
]

時間 [minute]
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KuPR

先行研究について（4）

降雨の強いスポットとLPMの観測地点がマッチしていなかった
と思われる

7

8

① 一地点における地上観測データ

② 人工衛星搭載降雨レーダによる三次元降雨観測データ

①②について比較を行う

降雨強度推定アルゴリズムの有効性について
定量的に議論することが目的

・コトタバンに設置されている機器の観測データ
・GPM/DPRの三次元降雨観測データ

目的

8

使用データ（1）

コトタバンにおいて

期間：2014年3月～2016年12月

条件1：GPM/DPRで降雨が観測された日のデータを使用
※降水フラグが確認できる

条件2：条件1のデータのうち、コトタバンの観測データが
とれていること（日付、時間）

条件1, 2が満たされているものについて解析を試みた

9

使用データ（2）

① 2014年～2016年, GPMで降水フラグが確認されたデータ

2014年 4件
2015年 4件
2016年 11件

計19件

①+② 解析に使えそうなデータ

② スキャンした日・時間帯のデータがないものが数件

2016年 3件

計16件

10

比較方法（1）

GPM/DPRと地上観測データの比較を行う

GPM/DPRにより観測された高度プロファイルのデータ

雨滴の落下時間を用いて 変換

降水強度の時間変化データへ変換

11

比較方法（2）

・雨滴の落下速度を仮定

𝑣 𝐷 ൌ 4.854𝐷exp െ0.195𝐷 [Uplinger，1981]

・GPM/DPRの降水強度に関する高度プロファイを
落下時間分の、時間変化のデータへ置き換え

※ 𝐷：雨滴直径 [mm]

・落下速度と0℃高度より落下時間を算出

0℃高度のDSDパラメータを使用

12
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比較結果（1）

2014年3月～2016年12月の16件にて解析

・0℃高度のDSDパラメータが取れていないデータ 3件
※解析できなかったので、省きました

・GPMDPRと地上観測の双方で降雨が観測 11件

・地上観測では、ほぼ降雨が観測できない 2件

13

比較結果（2） 2016年11月7日の結果

・クラッタフリーボトムはおよそ4分後に相当

・10分後～16分後までの間では近い値を示している

14

比較結果（3） 2015年1月26日の結果

・クラッタフリーボトムはおよそ5分後に相当

・全体的に差が大きい or 近い値とは言いにくい

15

比較結果（4） 2016年3月8日の結果

・クラッタフリーボトムはおよそ5分後に相当

・地上観測ではほぼ雨が観測されていない
・GPM/DPRの降水強度が1.0 mm/h 以下の日に見られた

16

比較結果（5）

・大きく値が離れることは少ないように見えた

・いずれのデータともGPM/DPRの降水強度が大きい傾向

GPM/DPRと地上観測の降水強度を時間平均
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2014～2016 gpm

surface

17

まとめ

・コトタバンにおける 2014年3月～2016年12月の GPM/DPR
と地上観測の降水強度について解析を行った

・それぞれのデータ比較した結果、評価を行うことが
困難であると改めて示された

・降水強度について時間平均をとると近い値が
示されていると思われる

・そして、コトタバンにおいては GPM の降水強度が
地上観測機器の降水強度より大きくなる傾向が見られた

18
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⾚道⼤気レーダーで観測されたプラズマバブル
と150kmエコーの⻑期統計解析

横⼭ ⻯宏(1), 杉野 創(2), ⾼⽊ 理絵⼦(1),
劉 鵬(1), ⼭本 衛(1)

(1)京都⼤学⽣存圏研究所
(2)京都⼤学情報学研究科

⽬的と⽅法⽬的と⽅法

 EARで観測されたプラズマバブルと150kmエコーの発
⽣傾向について明らかにする。

 150kmエコー︓ ⽇中の⾼度150km付近で発⽣
– 2007年よりEARで観測開始。2019年12⽉26⽇の⾦環⽇⾷時

の観測を契機として、過去の観測結果の整理に着⼿。
– 昼間の観測に対して⽬視で判定。EUV flux (SOHO衛星)と
ΣKp (1⽇のKp指数の和)との相関、季節変化。

 プラズマバブル︓夜間のF領域で発⽣
– 2001年より観測開始。⾼い時空間分解能で観測を継続。夜

間のF領域観測に対して機械学習により判定。90％以上の正
答率。

⾚道⼤気レーダー(EAR) による電離圏観測（濃⾊期間）⾚道⼤気レーダー(EAR) による電離圏観測（濃⾊期間）

 観測初期は、プラズマバブル活発期の春と秋を中⼼
に実施。2007年から150kmエコーの観測を開始。

 2010年以降はほぼ連続的に実施。

EAR Observations of 150-km Echoes EAR Observations of 150-km Echoes 

 150-km echoes have been known in the equatorial
region since 1970s. They have necklace shape around
noon and narrow spectral width.

Patra et al. (2008)

Two Types of 150-km EchoesTwo Types of 150-km Echoes

Chau, J. L., and Erhan Kudeki. "Discovery of two distinct types of equatorial 150 
km radar echoes." Geophysical research letters 40.17 (2013): 4509-4514.

 タイプA : SNRが低くSNRに依存し
たドップラースペクトル幅を持つ

EARでは感度が⾜りないため検出で
きない

 タイプB : SNRが⾼くSNRに依存し
ないドップラースペクトル幅を持つ

 どちらのタイプも，紫外線によって
O2やN2がイオン化された際に⽣成
される電⼦のエネルギーがプラズマ
波動に変換され150km エコーを引
き起こすという説が最も有⼒

Proposed Generation MechanismProposed Generation Mechanism

 The growth rate of the proposed instability shows
necklace shape at around 150 km altitudes.
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Negative Correlation with EUV FluxNegative Correlation with EUV Flux

 太陽活動度と逆相関である
ことが、GadankiとEAR観
測から⽰された。

 光電⼦による⽣成機構とは
整合しない。

Patra et al. (2017)

Gadanki : 2005 - 2013
Kototabang(EAR) : 2007 - 2015

Statistics with EAR ObservationsStatistics with EAR Observations

 太陽活動と地磁気の擾乱は正の相関があり，太陽活
動が活発になるほど太陽放射による熱圏⾵ダイナモ
の影響で地磁気の擾乱が激しくなる．

 そのため，太陽活動が150km エコーの発⽣と逆相関
を持つならば，地磁気指数も逆相関を持つ．

Kototabang : 2007 - 2020

Occurrence Rate of 150-km Echoes against EUV and KpOccurrence Rate of 150-km Echoes against EUV and Kp

 Clear anti-correlation with EUV and  Kp.

 EUV dependence is larger than  Kp.
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[%]

Statistics of EAR 
observation from 2007 
to 2019.

EUV flux measured by 
SOHO satellite
Kp is a sum of 8 Kp
values per day

Monthly Occurrence Rate of 150-km EchoesMonthly Occurrence Rate of 150-km Echoes

 High occurrence in summer and winter.

 On the eclipse day (Dec. 26, 2019, low EUV, low Kp),
150-km echoes were high expected.

SNR vs Spectral WidthSNR vs Spectral Width

 150kmエコーが観測された25⽇と27⽇のスペクトル
幅はSNRが⼤きい場合にはSNRに依存しないため，
EARで観測された150kmエコーはタイプBであると思
われる．

 2019年12⽉では、⽇⾷当⽇のみ150kmエコーが観測
されなかった。

150kmエコーのSNRとスペクトル幅の散布図
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Plasma Bubble Detection by Machine LearningPlasma Bubble Detection by Machine Learning
 画像分類に⽤いられる畳み込みニューラルネットワ

ークのモデルResNeXtを利⽤。 PyTorchで実装。

 F領域FAIが発⽣している⽇としていない⽇のデータ
をそれぞれ50例ずつを学習。

現象有り 現象無し
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Evaluation of Detection ModelEvaluation of Detection Model

観測 予測 現象有り 現象無し 合計
現象有り 180 13 193
現象無し 9 181 190
合計 189 194 383

 1⽇の中での発⽣の有無のみの判定。

 90%以上の正答率を達成。

Monthly Occurrence RateMonthly Occurrence Rate

Solar Activity DependenceSolar Activity Dependence

 ⾼太陽活動期は春と秋にピーク、低太陽活動期は夏
にピーク。

 低太陽活動期の夏のエコーは、GPSシンチレーショ
ンを伴わない。⾼太陽活動期のプラズマバブルとは
本質的に違う現象の可能性も。

SummarySummary

 Occurrence rate of 150-km echoes shows anti-
correlation with both EUV and Kp.

 It is likely that the solar eclipse prevented 150-km
echoes on the eclipse day.

 Seasonal variation of plasma bubbles show clear solar
activity dependence.

 Summer echoes during low solar activity period may
be intrinsically different from normal plasma bubbles.

 Occurrence time period can be detected by machine
learning in the future.
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